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部　局　名：　危機管理部

※　　　：査定段階で事業実施に係る査定案を作成しているが、事業採択は保留しているもの

 消防団充実強化支援事業費 581万8千円 

・ 県消防ポンプ操法大会・ラッパ吹奏大会等の
開催
・ 地区消防ポンプ操法大会・ラッパ吹奏大会へ

消防課 の支援
 FAX 026-233-4332 ［　553万3千円］ ・ 県消防協会実施事業への支援
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

（要求の考え方）

   地震発生時緊急対応モデル －　
   事業費

(査定結果）

危機管理防災課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail bosai@pref.nagano.jp

（要求の考え方）

   防災行政無線設備更新 －　
   事業費

(査定結果）

消防課
 FAX 026-233-4332 ［　2億7222万8千円］
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

107万4千円 

581万8千円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

　地震発生時の対応マニュアル作成に取
り組むこととし、その後、緊急地震速報受
信機器の整備について検討することとし
ました。

0円 

　地震発生後の被害を最小限に抑え、迅
速かつ円滑な災害応急対策を実施でき
る体制を確保するため、モデル事業とし
て県庁における緊急地震速報受信機器
の整備費を要求しました。

0円 

0円 

0円 

－

3億554万6千円 

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、前倒し実施しました。

　災害時に安定した通信手段を確保する
ため、県合同庁舎に設置する老朽化した
無線通信装置の更新経費を要求しまし
た。

  大会の開催経費について精査しまし
た。

581万8千円 

609万3千円 

総
務
部
長

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

－

総
務
部
長

事　　　業　　　内　　　容

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

　いきいき暮らせる安全・安心な長野県づくりのた
め、地域防災の要である消防団の充実強化を支
援します。

新

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

（要求の考え方）

   震度情報ネットワーク －　
   システム更新事業費

(査定結果）

消防課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、前倒し実施しました。

　より一層的確な防災情報の提供を行う
ために、市町村役場に設置する老朽化し
た震度計の更新経費を要求しました。

－

0円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求 8552万円 

0円 

新
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部　局　名：　企　画　部

長野県魅力発信事業費 877万6千円 

・
・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 ［　836万5千円］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

子ども・子育て応援事業費 748万4千円 

・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

交通事故ゼロチャレンジ 100万円 
事業費

生活文化課
 FAX 026-234-6579 [　0円]
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

総
務
部
長

100万円 
　要求どおり

100万円 

100万円 

事　　　　業　　　　名

　財政課長査定では、県民会議の開催
経費や計画策定のための経費等を精査
しました。
　総務部長査定では、「ながの子育て家
庭支援パスポート事業」を実施することと
し、所要額を計上しました。520万3千円 

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過

期間限定「長野カフェ」の出店
広報印刷物のデザイン制作支援

  長野県の魅力を県内外へ効果的に情報発信す
ることにより、特産品、観光地、居住地の各分野で
「選ばれる長野県」を目指して、県全体のブランド
発信力向上を図ります。

長野県メールマガジン「週刊信州」の発行

要求に対する査定内容

748万4千円 

713万円 

  期間限定「長野カフェ」について、箇所
数や事業費を精査しました。

877万6千円 

877万6千円 

1506万8千円 

総
務
部
長

要
求

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

「ながの子ども・子育て応援県民会議」を通じ
た連携・協働による取組
「ながの子ども・子育て応援計画（仮称）」の策
定

  県民が一体となり総合的な少子化対策を進める
ため、経済、労働、医療、福祉、教育など幅広い
分野のネットワークにより、子ども・子育てを支援す
る取組を推進します。

  高齢者、高校生、乳幼児のいる母親層にター
ゲットを絞り、交通安全セミナーなどの体験型事業
を重点的に実施し、交通安全意識の高揚を図ると
ともに、ホームページや講演会を通して交通安全
情報を発信し、広く県民に安全意識の普及啓発を
図ります。

新

新

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

　消費生活安定向上事業費 2823万1千円 

・
・

生活文化課消費生活室 ・
 FAX 026-223-6771 [　0円]
 E-mail shohi@pref.nagano.jp

52万2千円 

企画課
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

2009サイトウ・キネン・フェス 5000万円 
ティバル松本開催事業費

・ 期　 間　平成21年８月17日（月）～９月８日（火）
・ 会　 場　長野県松本文化会館（松本市）ほか
・ 公演数　13公演（予定）

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　5400万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

　要求どおり

総
務
部
長

　新たに創設された国の事業を活用する
中で啓発方法等を見直し、経費を精査し
ました。

財
政
課
長

要
求

2823万1千円 

2823万1千円 

3450万7千円 

  2009サイトウ・キネン・フェスティバル松本を共催
します。

  消費者の自立に向けた相談・啓発の充実、住民
に身近な市町村の相談機能の強化支援、事業者
指導の強化により、消費生活の安定と向上を図り
ます。

多様な広報媒体を活用した啓発の実施
市町村相談員に対する研修の充実
悪質事業者に対する調査、指導及び処分を
強化する「不当取引調査員」の配置

総
務
部
長

5000万円 

5000万円 
要
求

財
政
課
長

5000万円 

長野県短期大学のあり方に関
する検討事業費

要
求 －　

総
務
部
長

52万2千円 

52万2千円 

  高等教育機関を取り巻く環境の変化に対応し、
長野県短期大学が時代のニーズに応えていくた
め、今後のあり方について検討します。

　予算編成過程の中で、事業の必要性
が生じたため、予算計上しました。

財
政
課
長

新
保

保

新
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

県民文化会館・ウィーン楽友 540万円 
会館姉妹提携事業費

・ 期　 間　平成21年９月（予定）
・ 会　 場　長野県県民文化会館（長野市）ほか

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　2400万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

文化施設改修事業費 2億1093万8千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　1億9880万6千円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

ＮＰＯの活動推進・自立促 1670万5千円 
進のためのステップアップ
事業費

・ ＮＰＯ活動への助成
・ ＮＰＯ活動の推進、自立支援

生活文化課ＮＰＯ活動推進室
 FAX 026-232-2234 ［　1093万8千円］
 E-mail npo@pref.nagano.jp

要
求 1926万5千円 

　ＮＰＯバンク支援事業及びＮＰＯスキル
アップ事業の経費を精査しました。

総
務
部
長

要
求

4億2683万7千円 

財
政
課
長

2億1093万8千円 

総
務
部
長

2億1093万8千円 

要
求

  県民文化会館とウィーン楽友会館との姉妹提携
事業を共催します。

　演奏家の招聘スケジュールを見直し、
経費を精査しました。

　緊急性の高い事業を優先し、事業費を
精査しました。

総
務
部
長

540万円 

  県立文化施設の改修により、利用者が安全で快
適に文化芸術に親しむことができる環境を提供し
ます。

  公益サービスの担い手の一つであるＮＰＯの活
動推進・自立促進を支援するため活動しやすい環
境の整備を図ります。

600万円 

財
政
課
長

540万円 

1670万5千円 

財
政
課
長

1670万5千円 
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

長野県人権政策基本方針 107万9千円 
策定事業費

人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 [　0円]
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

第３次長野県男女共同参画 145万7千円 
計画策定事業費

人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 [　0円]
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

692万7千円 

企画課土地対策室
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　tochi@pref.nagano.jp

土地利用基本計画策定
事業費
推 費

総
務
部
長

財
政
課
長

692万7千円 

要
求 766万9千円 

　県民意識調査について、緊急雇用創
出基金事業を活用し、外部委託すること
としました。

　計画書の印刷製本費を精査しました。
692万7千円 

145万7千円 

財
政
課
長

145万7千円 

要
求 107万9千円 

財
政
課
長

107万9千円 

総
務
部
長

107万9千円 
　要求どおり

  国土利用計画法第９条の規定により、国及び県
の国土利用計画を基本として策定し、適正かつ合
理的な土地利用を図ります。

  人権政策審議会の答申を受け、人権政策推進
に係る基本方針を策定するとともに、基本方針に
基づく取組推進のため、県民等への基本方針の
周知を図ります。

  第３次男女共同参画計画を策定するため、基本
的な考え方について男女共同参画審議会に諮問
するとともに、県民意識調査を実施します。

要
求 53万3千円 

総
務
部
長

新

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

信州まつもと空港活性化等
対策事業費 2億1479万1千円 

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　540万円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

利用者にやさしい駅舎 1670万円 
の整備事業補助金

・
・

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　2000万円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

総
務
部
長

1670万円 

財
政
課
長

2億1479万1千円 

要
求 2億1390万円 

総
務
部
長

2億1479万1千円 

要
求 1670万円 

　要求どおり

　空港活性化プログラムを着実に実施す
るとともに、空港の地元地域との連携強
化を図るため、協議会への負担金を増額
しました。
　また、灯火電力監視制御装置の更新に
係る経費を精査しました。

  １日当たり5,000人以上の利用者がある駅舎のバ
リアフリー設備の整備を行う鉄道事業者の取組に
対し支援を行い、高齢者・障害者等の移動の円滑
化を促進します。

予定箇所 岡谷駅、長野駅（長野電鉄）

１　信州まつもと空港利用促進協議会負担金
　　　札幌線、福岡線の復便を確実なものとするた
　　め、市町村、関係団体等と各種キャンペーン等
　　空港活性化プログラムを着実に実施するととも
　　に、空港の地元地域との連携強化を図ります。

２　信州まつもと空港灯火電力監視制御装置更新
　事業
　　　安全で快適な航空事業の確保を図るため、
　　老朽化した航空灯火の電力監視制御装置を
　　更新します。

エレベーター設置補助対象事業

財
政
課
長

1670万円 

新
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

地方バス路線等支援対策 1億1016万2千円 
事業費

1  地方バス運行対策費補助金

     
     
       

2
　　　

3
交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［　1億215万8千円］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

長野県デジタルアーカイブ 2497万7千円 
推進事業費

情報統計課
  FAX　026-235-0517 ［　138万5千円］
  E-mail　joho@pref.nagano.jp

財
政
課
長

総
務
部
長

2497万7千円 

要
求

  長野県の持つ社会的資産をデジタル情報として
次代へ継承する取組を実施するとともに、その多
様な利用を促進します。
　事業着手をした平成20年度に引き続き、システ
ム検討、社会的資産のデジタル化、人材育成など
を推進します。

　財政課長査定では、地方バス運行対策
費補助金について、過去の補助実績を
踏まえ、補助金額を精査しました。
　知事査定では、最近の経済情勢も考慮
し、補助金額を増額しました。

2497万7千円 

　ふるさと雇用再生特別基金事業を活用
し、社会的資産のデジタル化に係る経費
を増額しました。

1億472万6千円 

1億1168万1千円 

財
政
課
長

1億472万6千円 

総
務
部
長

  地方バス路線等の維持・存続に向け、バス事業
者への支援や利用促進に向けた取組を進めま
す。

　公共交通の重要性等を広く県民に伝え、利
用促進に向けた意識の醸成を図ります。

1340万6千円 
要
求

  複数市町村にまたがる広域的・幹線的なバ
ス路線の維持・存続を図るため、乗合バス事
業者に対し支援します。

　・　運行欠損費及び車両購入費への助成
　・　経営改善による費用削減や利用促進が
　　図られた場合に助成

 人・環境にやさしい利用促進型バス導入費補
助金（経営改善型バス導入促進事業補助金）
　国、市町村と協調し、低床・低公害バスの導
入に対して助成し、バスの利用促進、イメージ
アップ及び地球温暖化防止を図ります。

 「乗って残す、乗って活かす公共交通」県民
大会開催事業

保

保

保

保

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

中期総合計画主要施策等 57万1千円 
評価事業費

政策評価課
 FAX 026-235-7471 [　0円]
 E-mail seisaku-hyoka@pref.nagano.jp

（要求の考え方）

0円　

（査定結果）

情報統計課情報システム推進室

  FAX　026-235-0517 [　0円]
  E-mail　infosys@pref.nagano.jp

情報システム最適化推進事業
費

－

総
務
部
長

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

  中期総合計画の着実な推進を図り、その結果を
施策等に適切に活用するとともに、県民に対する
説明責任を果たすため、主要施策等の実施状況
について客観的な評価を実施します。

要
求 622万1千円 

　費用対効果等について引き続き検討し
ていくこととしました。

　情報システムの運用コストの削減や業
務の効率化を図るため、ハードウエアの
統合や汎用的な台帳システムの導入に
係る経費を要求しました。

　県民アンケート調査については、県政
世論調査（総務部で実施）と合わせて実
施することとしました。

57万1千円 

0円

57万1千円 

223万9千円 

0円

財
政
課
長

新

新
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部　局　名：　総　務　部

未利用県有地有効活用事業 7803万円 
費

管財課
 FAX 026-235-7474 ［　1億2587万4千円］
 E-mail kanzai@pref.nagano.jp

賦課徴収体制充実強化 3803万5千円 
事業費

税務課
 FAX 026-235-7497 [　0円]
 E-mail zeimu@pref.nagano.jp

要
求 6160万3千円 

  事務の効率化を図るため、課税体制の一部を集
約化します。また、県税の未収金縮減を図るため、
徴収体制を地域担当型から機能分担型に切り替
えるとともに一部機能の外部委託を行います。

　徴収体制の整備に係る経費を精査しま
した。

財
政
課
長

3803万5千円 

総
務
部
長

3803万5千円 

  財産の有効活用を図るため、今後利用する見込
みのない県所有の土地・建物について、民間への
売却等を行います。

　未利用地の測量委託、建物解体工事
費等を精査しました。

財
政
課
長

7803万円 

要
求 8500万3千円 

総
務
部
長

7803万円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

新

10



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

広報・広聴事業費 1億7917万2千円 

広報課
 FAX 026-235-7026 ［　1億9100万1千円］
 E-mail koho@pref.nagano.jp

　

私立学校教育振興費補助金 56億6608万8千円 

・ 私立高等学校
・ 私立中学校
・ 私立小学校
・ 私立幼稚園

情報公開・私学課 ・ 私立専修学校
 FAX 026-235-7370 ［　57億4565万9千円］ ・ 私立外国人学校
 E-mail kokai@pref.nagano.jp 補助率 定額

２　広聴事業
　　　県民の県政に対する意見、要望等を把握し、
　　施策等に反映させるため、広聴活動を行いま
    す。
　(1)各種
     広聴
　(2)県民と
  　 の協働

車座集会、信州・フレッシュ目安箱、
県政世論調査などを行います。
県政出前講座などを行います。

要
求

1億7805万4千円 

１　広報事業
　　　県の施策等を県民に理解していただくため、
　　様々な媒体を活用して効果的に広報活動を行
　　います。

　県政世論調査と企画部で要求のあった
県民アンケート調査を合わせて実施する
こととし、経費の節減を図りました。

財
政
課
長

1億7917万2千円 
　(1)新聞

　(2)ﾃﾚﾋﾞ
  　･ﾗｼﾞｵ
　(3)ｹｰﾌﾞﾙ
  　ﾃﾚﾋﾞ
　(4)ﾎｰﾑ
  　ﾍﾟｰｼﾞ

毎月第４土曜日に「広報ながのけん」
を新聞に掲載して、県の施策やお知
らせをお伝えします。
広報番組やお知らせを放送します。

広報番組を放送します。

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで県の施策やお知らせを
お伝えします。

総
務
部
長

1億7917万2千円 

　私立専修学校について、補助対象生
徒数を精査するとともに、私立中学校・小
学校・幼稚園について、国の標準単価の
決定に伴い、生徒1人当りの単価を見直
し、補助金額を精査しました。32億6241万8千円

2億2617万7千円

4811万8千円

7446万5千円
20億5206万8千円

284万2千円

財
政
課
長

56億6608万8千円 

  私学教育の振興と保護者負担の軽減を図るた
め、学校法人が設置する私立学校の経常経費に
対して助成します。

要
求

56億4187万2千円 

総
務
部
長

56億6608万8千円 

11



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

私立高等学校授業料等軽減 1億7153万4千円 
事業補助金

軽減の対象となる要件
・ 生活保護法の要保護者

情報公開・私学課 ・ 母（父）子家庭で生活が著しく困難
 FAX 026-235-7370 ［　1億6575万円］ ・ 所得が一定の基準以下 など
 E-mail kokai@pref.nagano.jp

市町村合併特例交付金 7億2000万円 

・ 交付対象市町村
長野市、松本市、上田市、飯田市、伊那市、
中野市、大町市、塩尻市、佐久市、千曲市、
東御市、安曇野市、佐久穂町、長和町、

市町村課 阿智村、木曽町、筑北村、飯綱町
 FAX 026-232-2557 ［　6億2792万円］
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

地域発　元気づくり支援金 10億円 

市町村課
 FAX 026-232-2557 ［　10億円］
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

  市町村が主役の元気な長野県づくりを進めるた
め、市町村や公共的団体が住民とともに、自らの
知恵と工夫により自主的、主体的に取り組むモデ
ル的で発展性のある事業に対して、支援金を交付
します。

  要求どおり

財
政
課
長

10億円 

要
求 10億円 

総
務
部
長

7億2000万円 

10億円 

  合併市町村の均衡ある発展と新しいまちづくりを
支援するため、交付金を交付します。

　要求どおり

財
政
課
長

7億2000万円 

総
務
部
長

要
求

7億2000万円 

　要求どおり

要
求

1億7153万4千円 

  私立高等学校に在籍する生徒の保護者負担の
軽減を図るため、学校法人が生徒の授業料又は
入学金を軽減した場合に、当該軽減額に対して助
成します。

総
務
部
長

1億7153万4千円 

財
政
課
長

1億7153万4千円 
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部　局　名：　社　会　部

3億円 

・ 事業主体　市町村
・ 補助率　1/2以内
・ 事業内容
　　１　安心生活支援事業

　　２　障害者支援事業

　　３　子育て支援事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　　４　市町村提案事業

[　0円]  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

3億円 

　宅幼老所等の整備・防災機能の強化、高齢
者や障害者の住宅のバリアフリー化等 要

求

　保育所・児童クラブの運営、施設の代替職
員の雇用や認可外保育施設の整備・運営等

要求に対する査定内容

　要求どおり
3億円 

3億円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要求と査定経過

地域福祉総合助成金交付事
業費

　身近な福祉を充実するため地域の特性に応
じて実施する事業

  市町村が行う地域福祉の充実に資する次の事業
に対し助成します。

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

　心身障害児（者）の介護者の負担を軽減す
るための一時的な預かりや余暇活動の支援等

新
保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

1億8493万円 

　　１　労働環境の整備促進

　　２　キャリアアップの仕組みづくり

　　３　多様な人材の参入・参画の促進

　　４　潜在的有資格者等の就業促進

地域福祉課 　　５　県福祉人材研修センターの運営
  FAX  026-235-7485

［　5798万6千円］

　福祉人材を確保するため、潜在的な有資格
者の再就業支援研修等を実施します。

　社会福祉施設従事者に対する必要な知識
や専門技術に関する研修、無料職業紹介事
業などを実施します。

  福祉人材の確保・定着を促進するため、次の事
業を長野県福祉人材研修センター及び福祉人材
養成校等において実施します｡

　産休等代替職員を円滑に確保するため、人
材バンク事業を実施するとともに、社会福祉施
設の経営基盤強化のための経営指導等を行
います。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

福祉人材確保対策事業費

　職場外訓練の実施が困難な事業所向けの
キャリアアップ支援研修等を実施します。

　複数事業所が連携して行う求人活動支援や
高校の進路指導者への説明会開催及び就職
希望者への職場体験を行います。

　本事業が平成21年度から３年間、障害
者自立支援対策臨時特例基金の対象事
業となったことから、同基金を活用し、福
祉人材の確保・定着の支援を充実しまし
た。

総
務
部
長

1億8439万円 

6316万6千円 

1億8439万円 

要
求

財
政
課
長

14



要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

1228万8千円 

・ 事業主体　長野県社会福祉協議会
・ 補助率　1/2以内
・ 事業内容
　　１　地域の支え合い活動の支援

　
地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　　２　地域づくり活動の中心となる人材の養成

［　1098万2千円］

5247万円 

・ 事業主体　長野県社会福祉協議会
・ 補助率　1/2以内
・ 事業内容
　　１　福祉サービスの利用援助

地域福祉課 　　２　権利擁護研修
  FAX  026-235-7485

［　5081万8千円］

  認知症高齢者や知的障害者の福祉サービスの
利用手続きの代行や日常的な金銭管理を行う事
業に助成します。

　専門員による利用契約の締結及び生活支
援員による手続き代行・金銭管理

　市町村、社会福祉協議会、地域包括支援セ
ンター、ＮＰＯ法人等の関係団体職員に対す
る権利擁護研修会の開催

　人口減少や高齢化が著しく進んでいる過
疎・中山間地域の現状や課題の検証、フォー
ラムの開催

　地域福祉ワーカー及び地域支え合い活動
協力員の養成研修の開催

１　福祉サービスの利用援助
　基幹的社会福祉協議会に配置する専
門員の活動に係る経費を精査しました。

２　権利擁護研修
　要求どおり

　なお、成年後見制度の促進について
は、高齢者・障害者を含め制度への円滑
な移行や制度の活用支援を一体的に進
める必要があることから、新たに成年後見
制度促進事業として事業化することとし、
本事業から除くこととしました。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

日常生活自立支援事業補助
金

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

住民支え合い活動支援事業補
助金

総
務
部
長

  災害時住民支え合いマップづくりの支援などを
通じて進めている地域社会づくりに助成します。

財
政
課
長

5247万円 

総
務
部
長

5247万円 

要
求 1244万4千円 

財
政
課
長

1228万8千円 

１　地域の支え合い活動の支援
　現状や課題の検証の経費を精査しまし
た。

２　地域づくり活動の中心となる人材の養
成
　福祉協力員養成事業の経費を精査しま
した。

1228万8千円 

要
求 6084万2千円 
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

成年後見制度促進事業費 612万5千円 

１   成年後見相談支援体制構築モデル事業

２

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

３

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 [　0円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　成年後見制度移行の適否判断を行う審査
会やケア会議等を開催し、家庭裁判所への市
町村長等による申立てを促進します。

　モデル地区において、市町村等担当者のた
めの相談窓口を設置するとともに、必要に応じ
て市町村や障害者地域自立支援協議会等へ
司法書士等の派遣を行います。

　成年後見制度の促進について、高齢
者・障害者を含め制度への円滑な移行
や制度の活用支援を一体的に進める必
要があることから、新たに成年後見制度
促進事業として事業化することとしまし
た。

※　日常生活自立支援事業中の成年後見移
行支援分及び高齢者成年後見支援事業を統
合

財
政
課
長

612万5千円 

  関連団体による市町村等支援体制研究会
の開催
　成年後見相談支援体制構築モデル事業の
状況を踏まえ、全県的な市町村等支援体制
のあり方について研究します。

  成年後見制度の利用を促進するため、以下の事
業を長野県社会福祉協議会において実施しま
す。

総
務
部
長

612万5千円 

  日常生活自立支援事業利用者の成年後見
制度移行促進

要
求 －　

新

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

1億6万3千円 

　　１　中国帰国者地域生活支援事業 

　　２　中国帰国者援護事業

　　３　中国帰国者支援給付金支給事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　　４　中国帰国者愛心使者事業

［　1億1216万5千円］

　　１　生活保護費
生活保護費 24億194万4千円 

　　２　生活保護法第73条県費負担金

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

［　23億8889万2千円］

　中国残留邦人等の帰国及び定着支援を実
施します。

  中国帰国者が安心して自立した生活ができるよ
う、次の支援事業を実施します。

　地域での自立した生活を支援するため、生
活相談や日本語学習の場を提供します。

　要求どおり

　要求どおり

　老後の生活の安定を図るため、生活支援給
付金等を支給します。

　老齢基礎年金の支給対象外の者に対して
月３万円の給付金を支給します｡

　生活保護法による被保護世帯に対し、生活
扶助等を実施します。

　居住地がないか又は明らかでない被保護者
について市が支弁した生活保護費のうち、４
分の１の費用を負担します。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

24億194万4千円 

24億194万4千円 

中国帰国者支援事業費

要
求

財
政
課
長

1億6万3千円 

1億6万3千円 

総
務
部
長

1億6万3千円 

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

24億194万4千円 
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

女性保護事業費 2497万4千円 

　　１　女性保護･相談事業

　　２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390 　　３　人身取引被害者支援事業

［　2303万8千円］

1801万2千円 

　　１　就業・自立支援センター事業

　　２　職業能力開発事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［　1804万1千円］
・ 看護師等の養成機関で２年以上修業する
場合に、高等技能訓練促進費を支給し、資格
取得を支援します。

　要保護女子の相談、保護及び生活指導等
を行います。

  ＤＶ被害者などの相談や保護を行い、自立に向
けて支援します。

財
政
課
長

2497万4千円 

総
務
部
長

2497万4千円 

　ＤＶ被害者が、緊急時に安全に避難できる
場所を確保します。

　人身取引被害者を保護し、関係機関との連
携により帰国を支援します。

・ 就業に有利な資格等を取得するための講
座を開催します。

・ 職業能力の開発を自発的に行う者に対し、
自立支援訓練給付金を支給します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

ひとり親家庭就業・自立支援事
業費

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  母子家庭の母等の自立に向けて、就業支援を行
います。

・ 就業支援員を配置し、就業に係る相談・支
援等を行います。

要
求 1918万3千円 

財
政
課
長

1801万2千円 

１　女性相談・保護事業
　要保護女子の保護に要する経費を、実
績により精査しました。

２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業
  ＤＶ被害による緊急避難件数を、実績
により精査しました。

３　人身取引被害者支援事業
  要求どおり

１　就業・自立支援センター事業
　資格取得のための講座を開催する経費
を精査しました。

２　職業能力開発事業
　高等技能訓練促進費について、実績に
より経費を精査しました。

2552万4千円 

1801万2千円 

総
務
部
長

要
求
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

2251万2千円 

　　１　認知症地域支援体制構築等推進事業

　　２　認知症対策連携強化事業

　　３　認知症地域ケア研修事業

　　４　認知症地域医療支援事業

　　５　認知症介護指導者養成事業

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［　1571万8千円］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

　　６　認知症高齢者対策・高齢者虐待防止県民
　　　運動事業

　 認知症疾患医療センターとの連携を強化す
るため、地域包括支援センターへのコーディ
ネーターの配置に対して助成します。

 　市町村が行う医療・介護・福祉関係者と行
政機関等との連携を強化するための研修に
対して助成します。

 　認知症に対する正しい理解を深めるととも
に、高齢者虐待を防止するため、講演会の開
催等を通じて啓発を行います。

 　身体拘束廃止等に関する研修会を実施し
ます。

 　モデル地域において、認知症高齢者を地
域で支える体制づくりを行い、その成果を紹
介します。

　　７　高齢者権利擁護等看護職員研修事業

認知症高齢者支援事業費
  認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮
らすことができるよう、医療・介護・福祉の充実と連
携による総合的な支援を行います。

１　認知症地域支援体制構築等推進事
業
　要求どおり

２　認知症対策連携強化事業
　国の予算編成過程を踏まえ、単価を精
査しました。
　また、対象か所を精査しました。

３　認知症地域ケア研修事業
　会場使用料の経費を精査しました。

４　認知症地域医療支援事業
　要求どおり

５　認知症介護指導者養成事業
　要求どおり

　なお、高齢者権利擁護等推進事業費
で要求のあった、認知症高齢者対策・高
齢者虐待防止県民運動事業及び高齢者
権利擁護等看護職員研修事業につい
て、本事業で実施することとしました。

2251万2千円 

4027万4千円 

財
政
課
長

2251万2千円 

 　地域や介護施設において、認知症介護の
指導者となる人材を養成します。

総
務
部
長

要
求

　 地域のかかりつけ医に対し、認知症に関す
る研修を実施します。

新

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

211億7633万7千円 

・ 県負担割合　 居宅サービス　12.5％
施設サービス　17.5％

　

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［　195億7339万9千円］

  E-mail  choju@pref.nagano.jp

6億7351万3千円 

・ 事業主体 市町村
・ 事業内容 １　介護予防事業

長寿福祉課 ２　包括的支援事業
  FAX  026-235-7394 ［　6億4327万円］ ３　任意事業
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

  要支援・要介護状態になる前からの介護予防を
推進するとともに、地域における総合的な相談・支
援体制等を強化するため、市町村が行う地域支援
事業について、費用の一部を負担します。

総
務
部
長

総
務
部
長

211億7633万7千円 

6億7351万3千円 

財
政
課
長

　平成21年４月の介護報酬の改定による
所要額を増額しました。

211億7633万7千円 

要
求

205億5954万8千円 

　実績により事業費を精査しました。

6億7351万3千円 

介護給付費負担金

地域支援事業交付金

要
求 7億534万円 

財
政
課
長

  市町村等保険者の介護給付等に要する費用の
一部を負担します。

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

9億6834万3千円 

・ 養護老人ホーム
長寿福祉課 ・ 知的障害者入所授産施設
  FAX  026-235-7394 ・ 障害者支援施設
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ・ 障害者共同生活介護事業所

・ 障害者就労訓練設備
障害福祉課 ・ 障害者グループホーム
  FAX  026-234-2369 ・ 児童養護施設

・ 児童厚生施設
・ 放課後児童クラブ室

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［　13億8638万1千円］

1か所

総
務
部
長

9億6834万3千円 
　緊急経済対策として平成20年度に補正
予算を編成し、事業の一部を前倒して実
施しました。
　障害者グループホームについて一部補
助単価を精査しました。

9億6834万3千円 

10億84万3千円 

2か所

18か所
20か所

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

財
政
課
長

2か所
1か所
1か所

要
求

1か所

社会福祉施設等整備事業補
助金

この他に、平成20年度1月補正予算において919
万1千円を前倒して計上しています。

※

1か所

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  社会福祉施設等の施設整備や設備整備に対し
て助成します。

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

72億5061万1千円 

　　１　自立支援給付事業
・ 事業主体 市町村
・ 負担率 1/4
・ 主な事業 施設訓練等事業

居宅介護事業
グループホーム事業
更生医療給付事業

　　２　市町村地域生活支援事業
・ 事業主体 市町村
・ 補助率 1/4以内

障害福祉課 ・ 主な事業 移動支援事業
  FAX  026-234-2369 日常生活用具給付等事業

日中一時支援事業

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 　　３　障害児施設給付等事業

［　69億1603万6千円］ ・ 事業主体 県
・ 負担率 1/2

１　自立支援給付事業
　平成21年４月の障害福祉サービス報酬
の改定による所要額を増額しました。

２　市町村地域生活支援事業
　要求どおり

３　障害児施設給付等事業
　平成21年４月の障害福祉サービス報酬
の改定による所要額を増額しました。69億7429万円 

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp 地域活動支援センター機能

強化事業

財
政
課
長

  障害者自立支援法に基づき、自立支援給付費
の負担を行うとともに、市町村が実施する地域生
活支援事業に対し助成します。
　また、児童福祉法に基づき、障害児施設に対す
る措置費・給付費を負担します。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

総
務
部
長

72億5061万1千円 

72億5061万1千円 

要
求

障害者自立支援給付等事業
費

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

6億8851万7千円 

１
障害福祉課 ・
  FAX  026-234-2369 　 ・ 通所サービスの利用促進 等

２

障害者自立支援課 ・ 施設改修等の基盤整備
  FAX  026-234-2369 ・ 障害者の就労移行に向けた支援

［　9億9104万6千円］ ・ 事業者コストの軽減 等

1億8554万4千円 

障害福祉課 　 ・ 実施箇所
  FAX  026-234-2369 Ａ型通園事業（15人規模）　　　  1か所

［　1億9062万6千円］ Ｂ型通園事業（  5人規模）　　    8か所
　うちＢ型特例（拡大5人→8人）  3か所

621万9千円 

障害福祉課 　 ・ 拠点病院 佐久総合病院
  FAX  026-234-2369 相澤病院

［　621万8千円］ 健和会病院
総合リハビリテーションセンター

　障害者自立支援法の円滑な実施に向けた
　措置

要
求

  事故や病気などにより脳に障害を受け、社会生
活に支障をきたしている高次脳機能障害者及びそ
の家族の相談に応じるため、拠点病院にコーディ
ネーターを配置し、生活復帰及び就労復帰に向
けた総合的な支援を行います。

1708万6千円 

1億8554万4千円 

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

要
求

　平成20年度で終了予定だった特例基
金事業が、国２次補正予算による生活対
策の一環で、平成23年度まで延長・積み
増しされたため、所要額を増額しました。

　要求どおり

6億8851万7千円 

6億8851万7千円 

632万6千円 

財
政
課
長

  障害者自立支援法の着実な定着を図るため、
「障害者自立支援対策臨時特例基金」を活用し
て、利用者及び事業者に対する支援を行います。

　事業者に対する運営の安定化等を図る措置
事業者報酬保障による運営の安定化

621万9千円 

財
政
課
長

　拠点病院に配置するコーディネーター
の活動に係る経費等を精査しました。

財
政
課
長

1億8554万4千円 

総
務
部
長

621万9千円 

要
求

  在宅の重症心身障害児（者）のために、通園によ
り訓練・指導等の必要な療育を行い、運動機能の
低下を防止するとともにその発達を促します。
　また、家庭における保護者の療育技術の習得を
図ります。

重症心身障害児（者）通園
等事業費

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

障害者自立支援対策臨時特
例基金事業費

1億8554万4千円 

総
務
部
長

総
務
部
長

高次脳機能障害者総合支援
事業費

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

2億4464万2千円 

　
　 ・ 配置箇所 10圏域
・ 配置者 障害児療育コーディネーター

障害者自立支援課 障害者生活支援ワーカー
  FAX  026-234-2369 障害者就業支援ワーカー

［　3億2126万5千円］

3850万4千円 

・ 退院支援コーディネーターの配置
・ 普及啓発等の研修実施
・ 障害者が互いに支え合う活動を支援

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

［　3899万7千円］

4360万8千円 

・ 工賃アップ推進員の配置
・ 共同受注等コーディネーターの配置

障害者自立支援課 ・ 民間の専門技能活用支援
  FAX  026-234-2369 ・ 施設外授産活動の促進

［　6358万5千円］ ・ 工賃引上げ計画策定支援及び工賃倍増計画
実践モデルの構築

　工賃倍増計画に基づき、障害者授産施設等の
受注業務の拡大等を支援し、障害者の収入の増
加を図ります。

4360万8千円 

総
務
部
長

福祉就労強化事業費
　工賃倍増計画の評価・検証を行うため
の経費を精査しました。

財
政
課
長

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

5285万7千円 

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

総
務
部
長

3850万4千円 

財
政
課
長

3850万4千円 

　退院支援コーディネーターの配置人数
について見直し、経費を精査しました。

　相談支援体制整備推進アドバイザーの
活動に係る経費等を精査しました。

総
務
部
長

2億4464万2千円 

4370万3千円 

障害者相談支援事業費

精神障害者退院支援事業費

要
求

  地域の受入により退院可能な方に対し、コーディ
ネーター等が退院を支援します。

要
求

2億4650万円 

財
政
課
長

2億4464万2千円 

要
求

4360万8千円 

相談支援体制整備推進アドバイ
ザー

  障害者が安心して地域で暮らせるように、国の障
害者就業・生活支援センター事業を活用しなが
ら、身体・知的・精神の３障害に対応する圏域ごと
の障害者総合支援センターにコーディネーター等
を配置します。
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

1億2877万5千円 

債務負担行為 ・ 平成21～平成22年度
（8億7856万円） ・ 平成23年度

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[　0円]

1040万5千円 

　　１　市町村虐待防止ネットワーク等支援事業

　　２　児童虐待対応職員専門性強化事業

　　３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン

こども･家庭福祉課 　　４　児童相談所等移転改築検討会
  FAX  026-235-7390

［　1025万1千円］

　カウンセリング研修等を実施することにより、
職員の専門性を強化します。

　児童虐待の通告・相談のほか、ＤＶの通報
や相談に24時間・ 365日応じ、速やかに必要
な支援を行います。

　児童相談所等移転改築検討会を設置し、老
朽施設の移転改築等を検討します。

　研修等の実施により市町村の児童相談機能
を強化します。

建設工事実施

要
求

児童虐待防止強化事業費

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

県立情緒障害児短期治療施
設建設事業費

　工事費及び年度の施行割合を精査しま
した。

財
政
課
長

総
務
部
長

1億2877万5千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

1億2877万5千円 

1億6237万5千円 

１　市町村虐待防止ネットワーク等支援
　　事業
　　要求どおり

２　児童虐待対応職員専門性強化事業
　　児童相談所職員の研修等に係る経費
　について精査を行いました。

３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン
　　要求どおり

４　児童相談所等移転改築検討会
　　社会福祉審議会の部会を利用し、外
　部識者の意見を取り入れることとし、
　経費を精査しました。

要
求 1114万7千円 

1040万5千円 

1040万5千円 

開設予定

　情緒障害児短期治療施設を松本市に建設し、
諏訪湖健康学園の機能を移します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　児童虐待の相談窓口の設置と相談体制の強化
により、児童虐待の未然防止、再発防止を図りま
す。

新

新

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

5億6578万7千円 

・ 事業主体　市町村
・ 補助率　　2/3
・ 事業内容
　　１　一時預かり事業 160か所
　　２　特定保育事業 １か所
　　３　休日保育事業 24か所
　　４　病児・病後児保育事業 14か所
　　５　保育所分園推進事業 ３か所
　　６　保育所体験事業 21か所
　　７　認可外保育施設衛生対策事業 11か所

こども･家庭福祉課 　　８　保育環境改善事業 １か所
  FAX  026-235-7390 　　９　地域子育て拠点事業 120か所

［　5億4914万5千円］

5億3633万円 

・ 事業主体　市町村
・ 補助率　　2/3

こども･家庭福祉課 ・ 事業内容
  FAX  026-235-7390 　　１　児童クラブの運営 か所

［　4億4578万2千円］ 　　２　児童クラブの環境改善 ３ か所

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  多様化する保育ニーズ等に対応するため、市町
村が行う一時預かり等の保育事業や親子の交流
拠点の運営費に対して助成します。

要
求

5億6578万7千円 

保育対策等促進事業費

財
政
課
長

5億6578万7千円 

　　要求どおり
総
務
部
長

5億6578万7千円 

　　要求どおり
5億3633万円 

要
求

5億3633万円 

270

　放課後の児童の安全で健やかな居場所として、
市町村が行う児童クラブの運営費等に対して助成
します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

総
務
部
長

財
政
課
長

放課後児童健全育成事業費

5億3633万円 
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

2億8972万3千円 

・ 事業主体　市町村
・ 補助率　　1/2

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[　0円]

　 （要求の考え方）

－　

（査定結果）

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［　185万円］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

　認知症高齢者、高齢者虐待防止のた
めの講演会の開催経費や身体拘束廃止
等に関する研修会等の経費について
は、認知症高齢者支援事業で実施する
こととしました。
　高齢者成年後見支援事業については、
成年後見制度促進事業として事業化す
ることとしました。

　認知症高齢者の人権、財産など権利擁
護を推進するため、認知症高齢者対策、
高齢者虐待防止のための講演会の開催
経費や身体拘束廃止等に関する研修会
等の経費を要求しました。

要
求 651万円 

－

高齢者権利擁護等推進事業
費

財
政
課
長

0円 

総
務
部
長

0円 

  子どもを安心して育てることができるよう、新たに
創設される基金を活用して、民間保育所の施設整
備等に対して助成します。

総
務
部
長

2億8972万3千円 

財
政
課
長

2億8972万3千円 

  国の平成20年度２次補正予算による生
活対策の一環として、新たに基金が創設
されたため、所要額を追加計上しました。

要
求 －　

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

安心こども基金事業費

新
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部　局　名：　衛　生　部

753万6千円 

・ 健康増進計画「健康グレードアップながの21」を
推進するための普及啓発キャンペーンの実施
・ 特定保健指導を行うための人材養成、研修会の
開催

健康づくり支援課 新 女性の健康づくり支援事業
 FAX 026-235-7170 ［　654万1千円］ ・ すこやか信州食育発信事業
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

１　がん予防の推進
がん対策総合推進事業費 1億2883万2千円 

・ 健康診査管理指導事業
新 女性のがん対策事業
新 がん検診受診率向上対策事業
新 地域がん登録事業

２　がん医療提供体制の充実

医療政策課
 FAX 026-223-7106
 E-mail iryo@pref.nagano.jp ・ がん診療連携拠点病院整備事業

・ がん診療に携わる医師に対する緩和ケア
健康づくり支援課 研修事業
 FAX 026-235-7170 ［　8863万8千円］ ・ 看護職員がん専門研修事業
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

メタボリックシンドローム対策
事業費

要
求

1億2303万5千円 

財
政
課
長

要
求

1億7089万9千円 

総
務
部
長

　「健康グレードアップながの２１」推進会
議に係る委員報償費単価及び計画冊子
等の作成数について精査しました。

753万6千円 

753万6千円 

843万1千円 

　財政課長査定では、健康診査管理指
導事業に係る協議会事業とがん診療連
携拠点病院整備事業の補助単価を精査
しました。
　知事査定では、新たに地域がん登録事
業を実施することとし、所要額を増額しま
した。

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

  メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病対
策を推進します。

要求に対する査定内容

1億2303万5千円 

事　　　　業　　　　名

  がんの予防・早期発見を図るため、がん検診を
推進するとともに、がんの罹患率や生存率を把握
し、適切ながん対策を推進するため、地域がん登
録を実施します。

  県内のがん診療水準の向上を図るため、がん診
療連携拠点病院が行う取組を支援するとともに、
医師、看護師の研修を行います。

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

6億6900万8千円 

・ 事業主体　　市町村
・ 補助率　　　　1/2

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 [　0円]
 E-mail kenko@pref.nagano.jp 　

不妊治療費助成事業費 1億2560万円 

・ 助成内容 　

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　7930万円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

歯科保健等推進事業費 927万5千円 

 

・ 母と子のよい歯のコンクールの実施
・ 8020推進員の育成

健康づくり支援課 ・ 生涯にわたる口腔機能の育成・向上支援
 FAX 026-235-7170 ［　941万9千円］ 新 歯科医療の安全管理の推進
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

１回の治療につき10万円を限度
とし、１年に２回、通算５年間助成

  妊娠・出産・育児を通じた子育て支援の一環とし
て妊娠を望み、体外受精・顕微授精による治療を
受けている夫婦に対し、その治療費の一部を助成
します。

妊婦健康診査支援事業費

総
務
部
長

　要求どおり

財
政
課
長

927万5千円 

要
求 927万5千円 

927万5千円 

総
務
部
長

6億6900万8千円 

要
求 －　

要
求

総
務
部
長

1億2560万円 
　要求どおり

1億2560万円 

1億2560万円 

  県民の健康に繋がる口腔の健康管理を推進する
ため、8020運動の普及啓発と事業の円滑な推進
を図るとともに、歯科医療の安全管理体制を推進
します。

  妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を
図るため、市町村が負担する妊婦健康診査に必
要な経費を助成します。

　国が平成20年度２次補正予算におい
て、事業実施に必要な財政措置を講じた
ことを踏まえ、所要額を追加計上しまし
た。

財
政
課
長

6億6900万8千円 

財
政
課
長

保

新

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

1億6569万7千円 

【対策推進の体制整備】
新 各地方本部単位での連携構築と訓練実施
・ 情報伝達､共有体制の整備

(市町村･関係機関等)
【県民等への啓発の強化】
新 啓発用パンフレット･ポスターの作成配布
・ 個人予防策の啓発と周知（出前講座、広報）
【保健医療の体制整備】
・ 医療体制の県民への周知啓発
・ 医療体制の整備（発熱外来､入院病床確保等）
新 積極的疫学調査､ウイルス検査の実施準備
・ 抗インフルエンザウイルス薬の追加備蓄
【市町村等の対策推進と連携】
・ 市町村の対策推進に対する支援と連携
・ 社会機能維持事業者等への対策の要請と連携

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　63万1千円］ ※

 E-mail kenko@pref.nagano.jp

1948万円 
要
求

新型インフルエンザ対策推進
事業費

　国の備蓄目標量を踏まえ、治療等に必
要な抗インフルエンザウイルス薬の追加
備蓄を行うこととし、所要額を増額しまし
た。

総
務
部
長

1億6569万7千円 

財
政
課
長

1億6569万7千円 

  新型インフルエンザの発生に備え、県民の健康
被害を最小限にとどめ、社会・経済機能を維持す
るため、危機管理等の体制整備と県民への啓発を
強化するとともに、保健医療及び社会対応の両分
野における各種対策を推進します。

この他に、平成20年度2月補正予算において6453
万2千円を前倒して計上しています。

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

１　医師確保対策の充実
医師確保等総合対策事業費 5億1827万3千円 

・ ドクターバンク事業
・ 医師研究資金貸与事業
・ 臨床研修病院緊急支援事業
・ 後期研修医研修奨励事業
・ 小児医療後期臨床研修推進事業
・ 医学生修学資金等貸与事業
新 地域医療推進学講座設置事業

２　医師の職場環境の改善

・ 病院勤務医が働きやすい環境整備推進事業
・ 緊急一時保育支援事業
・ 女性医師復職支援研修事業
・ 女性医師ネットワーク協議会
・ 地域医療をともに考えるシンポジウム

３　産科･小児科医療等の確保
医療政策課
 FAX 026-223-7106
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

医療政策課医師確保対策室
 FAX 026-223-7106 新 産科医療確保緊急支援事業
 E-mail doctor@pref.nagano.jp 新 救急医療確保緊急支援事業

・ 助産師活用促進事業
病院事業局 ・ 地域医療検討会
 FAX 026-235-7161 ［　2億6902万円］ ・ 小児医療後期臨床研修推進事業（再掲）
 E-mail kenbyoin@pref.nagano.jp

  産科医、救急医等に対する処遇改善を推進する
とともに、助産師の活用促進をはじめ、地域の実
情に応じた対応策等により、産科･小児科医療を
確保します。

6億631万4千円 
要
求

総
務
部
長

4億8827万3千円 

4億8827万3千円 

財
政
課
長

　財政課長査定では、産科医療確保緊
急支援事業及び救急医療確保緊急支援
事業について、補助率を精査しました。
　知事査定では、新たに地域医療推進学
講座設置事業を実施することとし、所要
額を増額しました。

  即戦力の医師をはじめ、研修医、医学生等に対
応した事業を実施し、一層の医師確保対策に取り
組みます。

  医師の勤務負担の軽減等、職場環境の改善を
推進し、医師の離職防止･確保を図ります。

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

看護職員修学資金貸与事業費 8570万4千円 

・ 貸与額 国公立 月額32,000円
民間立 月額36,000円
准看護師 月額21,000円

医療政策課 大学院（修士） 月額83,000円
 FAX 026-223-7106 ［　8570万4千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

病院内保育所運営事業費 4274万3千円 

・ 補助対象 22病院･診療所
・ 補助率 2/3 （国補）

医療政策課 1/2 （県単）
 FAX 026-223-7106 ［　3274万6千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

公衆衛生専門学校再編関連 588万円 
事業費

医療政策課
 FAX 026-223-7106 [　0円]
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

  看護職員や医師等が安心して仕事と育児を両立
できる環境づくりを推進し、離職防止を図るため、
院内保育所を運営する医療機関の費用を助成し
ます。

要
求 698万9千円 

財
政
課
長

588万円 

　施設改修工事に要する経費及び長野
校からの備品の運搬に要する経費につ
いて精査しました。

総
務
部
長

588万円 

　院内保育所の補助単価を精査しまし
た。

総
務
部
長

財
政
課
長

4274万3千円 

4274万3千円 

財
政
課
長

8570万4千円 

8570万4千円 
　要求どおり

要
求 6154万8千円 

総
務
部
長

要
求 8570万4千円 

  看護師等の県内就業を促進し、その定着を図る
ため、看護職員養成施設の学生等に修学資金を
貸与します。

  歯科衛生士学校養成所指定規則が改正され、
修業年限（２年制→３年制）や教育内容が変更さ
れたことに対応するため、学校施設の改修等を行
います。

新
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

医療施設・設備整備事業費 8億436万円 

・ 補助対象 安曇野赤十字病院
新町病院
　 ほか９病院・診療所

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　3億3246万9千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

県立駒ヶ根病院整備事業費 6億5086万1千円 

債務負担行為 　第１期建設工事概要
(25億8831万9千円） 対象建物・・・管理棟、外来棟、病棟、ｻｰﾋﾞｽ棟

工事期間・・・平成21年度～平成22年度

病院事業局
  FAX　026-235-7161 ［　5011万1千円］
  E-mail　kenbyoin@pref.nagano.jp

国民健康保険基盤安定化等 115億1502万8千円 
事業費

・ 低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負
担
・ 高額な医療費に対する費用負担

医療政策課 ・ 保険者（市町村）の財政調整に要する費用負担
国保･医療福祉室 ・ 特定健康診査・特定保健指導の実施に要する
 FAX 026-235-7260 ［　109億2742万4千円］ 費用負担
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

要
求

115億1502万8千円 

115億9170万円 

　実績に基づき、事業費を精査しました。

財
政
課
長

115億1502万8千円 

総
務
部
長

　建物の附属設備に要する経費につい
て、事業費を精査しました。

要
求

6億5790万2千円 

財
政
課
長

要
求 8億436万円 

6億5086万1千円 

6億5086万1千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

8億436万円 

総
務
部
長

8億436万円 
　要求どおり

※　安曇野赤十字病院整備事業を含め、事
業を再構成しました。

  患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改
善を図るため、病院の新築、増改築及び設備整備
を支援します。

  老朽化が進んでいる施設全体の改築に向け、実
施設計及び第１期建設工事に着手します。

  市町村国民健康保険の財政の安定等を図るた
め、所要の施策を実施します。

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

後期高齢者医療給付事業費 209億9881万5千円 

・ 療養の給付等に対する費用負担
・ 低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負

医療政策課 担
国保･医療福祉室 ・ 高額な医療費に対する費用負担
 FAX 026-235-7260 ［　181億4159万円］ ・ 財政安定化基金への積立て等
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

救命救急センター運営事業費 2億4023万4千円 

・ 指定病院 ７病院（うち補助対象４病院）

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　2億2855万円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

ドクターヘリ運航事業費 1億6983万8千円 

・ 補助対象 佐久総合病院
・ 補助率 10/10

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　1億6983万9千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

総
務
部
長

財
政
課
長

総
務
部
長

総
務
部
長

1億6983万8千円 

財
政
課
長

1億6983万8千円 

　要求どおり

要
求

1億6983万8千円 

要
求 2億9783万円 

2億4023万4千円 

2億4023万4千円 
　補助対象箇所を前年度と同様としまし
た。

　実績に基づき、事業費を精査しました。

財
政
課
長

212億5566万3千円 

要
求

212億5566万3千円 

209億9881万5千円 
  県民の高齢期における適切な医療の確保を図る
ため、長寿医療制度の運営が適切かつ円滑に行
われるよう所要の施策を実施します。

  重篤救急患者の医療を確保するため、救命救急
センターの運営に要する経費に助成します。

  救急搬送時間の短縮による救命率の向上、後遺
症の軽減やへき地における救急医療体制の強化
等を図るため、ドクターヘリの運航にかかる経費を
助成します。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

１　小児救急電話相談事業の実施
小児初期救急医療体制整備 2684万3千円 
事業費

２　小児初期救急医療体制の整備

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　2942万円］ ・ 補助対象 ７地区
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

災害医療体制整備事業費 269万5千円 

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　187万8千円］ ※

 E-mail iryo@pref.nagano.jp

精神科救急医療整備事業費 2846万2千円 

・ 補助対象 精神科救急指定病院
・ 補助率 10/10

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　2400万円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

2846万2千円 

総
務
部
長

要
求 1844万9千円 

要
求 4413万3千円 

財
政
課
長

2846万2千円 

　精神科救急体制に必要な病床を確保
するための経費について、国庫補助基準
額に基づき、補助金額を精査しました。

総
務
部
長

269万5千円 
　各種検討会の内容について精査したほ
か、DMAT等に対する通信設備の導入に
ついては、国の第２次補正を受け、平成
20年度２月補正予算で予算計上すること
としました。

財
政
課
長

269万5千円 

総
務
部
長

2684万3千円 
　小児初期救急医療体制の整備につい
ては、国の平成21年度における補助制
度について検討した結果、従前どおり県
単独事業として実施することとしました。

財
政
課
長

2684万3千円 

要
求 3590万円 

  災害時の医療連携体制を検討するとともに、災
害拠点病院及び災害派遣医療チーム（DMAT）の
体制を整備します。

  精神科救急医療を実施する医療機関に補助を
行ない、休日や夜間に緊急に医療を必要とする精
神障害者に対する医療体制を確保します。

  夜間の小児救急患者の保護者向けの電話相談
（＃8000）を実施し、適切な助言を行うことにより、
保護者の不安を和らげます。

  病院勤務と開業の小児科医等が交代制により、
夜間の小児救急医療体制を提供する市町村等に
対して運営費を助成します。

この他に、平成20年度2月補正予算において4075
万8千円を前倒して計上しています。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名

175万1千円 

食品・生活衛生課
 FAX 026-232-7288 ［　175万1千円］
 E-mail shokusei@pref.nagano.jp

608万1千円 

・ 後発医薬品の安心使用に関する協議会の開催
・ 医薬品の品質検査
・ 未就業薬剤師に対する研修会の開催

薬事管理課
 FAX 026-235-7398 [　0円]
 E-mail yakuji@pref.nagano.jp 　

40億5678万8千円 

（平成21年度改正点）
・

医療政策課
国保･医療福祉室
 FAX 026-235-7260 ［　40億2327万3千円］
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp 　

41億5955万4千円 

総
務
部
長

  市町村が行う乳幼児、障害者等の医療費自己負
担金の給付に対し助成します。

　長野県福祉医療費給付事業検討会に
おける検討状況を考慮し、補助金額を精
査しました。

要
求

受益者負担金について現行の１レセプトあた
り300円を500円に引上げ（平成21年10月実
施）

福祉医療費給付事業費

財
政
課
長

40億5678万8千円 

総
務
部
長

40億5678万8千円 

「食品」の安全確保のための自
主管理体制強化事業費

医薬品適正使用・環境整備
事業費

　品質検査に係る機器の費用や、研修会
の開催経費について精査しました。

要
求 818万1千円 

608万1千円 

財
政
課
長

608万1千円 

要
求 175万1千円 

総
務
部
長

175万1千円 
　要求どおり

財
政
課
長

175万1千円 

  食の安全を確保するため、食品検査の充実・強
化を図り、食品営業者の自主的衛生管理を促進し
ます。

  医薬品の安全確保対策として、使用状況調査や
品質検査を実施するとともに、薬剤師不足解消の
ために未就業薬剤師の就職を促進します。

新新

保

保
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部　局　名：　環　境　部

地球温暖化対策事業費 1466万9千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　1210万3千円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

要求に対する査定内容

1466万9千円 

1466万9千円 

1721万1千円 

要求と査定経過

１　　　温暖化防止エコポイント事業
　県民の温暖化防止活動に経済的なインセンティ
ブを与えるエコポイント事業を実施し、家庭部門で
の温暖化対策を促進します。

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

１　   温暖化防止エコポイント事業
  印刷物等の経費を精査しました。

２　ストップ温暖化！減ＣＯ２（げんこつ）
    アクションキャンペーン事業
  印刷物等の経費を精査しました。

３　エコドライブ普及推進事業
  自動車教習所等の関係団体と連携しエ
コドライブの普及に努めることとしました。

４　業務部門における温暖化対策推進
    協議会設置事業
  各業種・業態の関係団体と連携し、各
協議会の設置・運営に努めていくこととし
ました。

２　ストップ温暖化！減ＣＯ２（げんこつ）アクション
　　キャンペーン事業
　県民・企業・団体等に対し、日常の生活や事業
活動において環境に配慮した行動を実践する運
動「減ＣＯ２アクション」を広く呼びかけ、県民の地
球温暖化防止活動の促進を図ります。

３　エコドライブ普及推進事業
　運輸部門における温暖化対策を推進するため、
温室効果ガス排出量の少ないエコドライブの普及
を図ります。

４　業務部門における温暖化対策推進協議会
　　設置事業
　病院、宿泊施設など業種・業態ごとに設置した協
議会に対し、それぞれの特性を踏まえた温室効果
ガス削減への取組を支援します。

　その他、「信州省エネパトロール隊活動支援事
業」、「地球温暖化防止活動実践普及事業」等に
より、県民・事業者・行政等の協働にもとづく地球
温暖化対策推進体制の整備を図り、各種事業を
実施します。

保

保

新 新

37



要求に対する査定内容要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

大気環境保全推進事業費 2299万円 

・ 大気汚染の常時監視
・ 大気常時監視に係る機器更新

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 ［　2354万6千円］
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

河川・湖沼・地下水水質保全 4829万円 
対策推進事業費

・

水大気環境課 ・
 FAX 026-235-7366 ［　3924万円］ ・
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp ・

「水循環・資源循環のみち2010」 2000万円 
構想策定事業費
（公共　再掲）

生活排水課
 FAX 026-235-7399 [　0円]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

水質常時監視に係る機器更新

 生活排水施設の効率的整備・管理経営、汚泥の
減容化・資源エネルギーへの利活用等、次世代の
生活排水施設のあり方に関する構想を、市町村等
と一体となって策定します。

2000万円 

2000万円 

総
務
部
長

4829万円 
　緊急性、必要性等を勘案し、機器更新
等の経費を精査しました。

4829万円 

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

要
求

主要河川・湖沼、河川上流域、水道水源ダム

2299万円 

2979万4千円 

総
務
部
長

　緊急性、必要性等を勘案し、機器更新
等の経費を精査しました。

2299万円 

 河川・湖沼等の水質の汚濁状況を把握することに
より、人の健康等に及ぼす被害を未然に防止する
とともに、水環境を保全するための施策を実施しま
す。

 大気汚染の状況を正確に把握することにより、大
気汚染物質による健康被害等を未然に防止しま
す。

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求 5106万9千円 

　外部委託に係る経費を精査しました。

2400万円 

第4期野尻湖水質保全計画の策定

組織再編に伴う水質検査（一部）の外部委託
湖及び地下水の水質常時監視

新
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要求に対する査定内容要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

合併処理浄化槽整備事業費 1億9900万円 

・ 事業主体 市町村
・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内

生活排水課
 FAX 026-235-7399 ［　2億907万9千円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

希少野生動植物保護対策 84万1千円 
事業費

・ 保護回復事業計画の策定
・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　149万6千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

自然公園施設等整備事業費 1042万1千円 

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　2217万6千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

 河川等の水質汚濁を防止することを目的として、
市町村が実施する合併処理浄化槽整備事業に助
成します。

3675万円 

　緊急性の高い事業を優先し、事業費を
精査しました。

1042万1千円 

84万1千円 

1042万1千円 

268万5千円 

84万1千円 
　絶滅危惧種の現状について情報収集
に努めることとし、レッドリスト改訂につい
ては再検討することとしました。

　事業量等を勘案し、補助金額を精査し
ました。

財
政
課
長

1億9900万円 

要
求 2億907万9千円 

総
務
部
長

 長野県希少野生動植物保護条例に基づく保護
回復事業計画の策定を進め、市町村、ＮＰＯ、民
間団体等の幅広い連携により、実効性のある保護
対策に取り組みます。

 自然公園等における自然環境の保全と安全で快
適な利用を図るため、老朽化した歩道や避難小屋
など県有施設の改修・補修等を行います。

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

1億9900万円 

保保
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要求に対する査定内容要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

１　　　事業系一般廃棄物３Ｒ推進事業 １　　　事業系一般廃棄物３Ｒ推進事業
資源循環システム構築事業費 167万8千円 

２　　　産業廃棄物３Ｒサポート事業 ２　　　産業廃棄物３Ｒサポート事業

３　過剰包装・レジ袋削減推進事業 ３　過剰包装・レジ袋削減推進事業

４　信州リサイクル製品認定事業 ４　信州リサイクル製品認定事業

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［　133万1千円］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

1
廃棄物監視指導事業費 4105万9千円 

2

廃棄物監視指導課
 FAX 026-235-7259 ［　2173万4千円］
 E-mail kanshi@pref.nagano.jp

要
求 4151万2千円 

 インターチェンジ等を拠点として、廃棄物監
視員・指導員による夜間巡回監視を実施し、
県外からの大規模不法投棄の防止と抑止を
図ります。

不法投棄防止夜間監視事業

廃棄物監視指導体制の強化 　監視指導に係る物件費を精査しまし
た。

※　廃棄物監視指導体制の強化も含めて、
不法投棄防止夜間監視事業を再構築しまし
た。

　10地方事務所に１名ずつ廃棄物指導員を
配置し、監視指導体制の強化を図ります。

財
政
課
長

4105万9千円 

総
務
部
長

4105万9千円 

　無駄な食品残さの発生抑制のため、食事提供事
業者（外食産業・宿泊業者）、消費者（食事利用
者）、行政が一体となった「食べ残しを減らす」取
組等を展開します。

要
求 284万4千円 

167万8千円 
　普及啓発の方法等を見直し、経費を精
査しました。

財
政
課
長

167万8千円 

　県内で発生した循環資源を利用して製造された
リサイクル製品を認定するとともに、認定製品の率
先利用の推進及び県民・事業者への普及啓発を
行います。

総
務
部
長

　普及啓発の方法等を見直し、経費を精
査しました。

　産業廃棄物の発生抑制、資源化及び適正処理
を推進するため、廃棄物の発生抑制等の取組を
広く紹介するとともに、減量化に取り組む事業者を
支援します。

　発生抑制に向けた意識啓発向上を図るため、県
内スーパー等と消費者団体及び県が締結したレ
ジ袋削減協定に基づき、発生抑制への取組を進
めます。

　普及啓発の方法等を見直し、経費を精
査しました。

　対象事業者数等を見直し、経費を精査
しました。

新

新

新 新

新

保

保
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要求に対する査定内容要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

産業廃棄物実態調査事業費 890万9千円 

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [　0円]
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

信州環境フェア負担金 180万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　180万円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

公共事業費
公共事業費 44億5869万8千円 

債務負担行為
（40億9250万円）

生活排水課
 FAX 026-235-7399 ［　44億1241万9千円］ ※

 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

農業集落排水 6269万8千円
計 44億5869万8千円

この他に、平成20年度1月補正予算において2億
5000万円を前倒して計上しています。

予　　算　　額
下　　水　　道 43億9600万円

 長野県廃棄物処理計画の策定・執行管理と、循
環型社会の形成に向けた施策の策定・評価のた
め、県内産業廃棄物の発生量や処理状況等の実
態調査を実施します。

区　　　分

 持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業者・
ＮＰＯ・行政がお互いの理解と協力のもと、環境に
配慮したライフスタイルを確立する契機とするた
め、経済団体等とともに実行委員会を組織し、信
州環境フェアを開催します。

要
求

45億5269万8千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

44億5869万8千円 

44億5869万8千円 
　緊急経済対策として平成20年度に補正
予算を編成し、事業の一部を前倒し実施
しました。

要
求 180万円 

　要求どおり

財
政
課
長

180万円 

総
務
部
長

180万円 

総
務
部
長

要
求 989万8千円 

財
政
課
長

890万9千円 

890万9千円 
　過去の事業実施状況を勘案し、経費を
精査しました。

保

保
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要求に対する査定内容要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　　業　　　　名

県単独事業費
県単独事業費 3910万円 

生活排水課
 FAX 026-235-7399 ［　4500万円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

（要求の考え方）

信州エコツーリズム推進事業費 －　

（査定結果）

自然保護課
 FAX 026-235-7498 [　0円]
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

－

財
政
課
長

3910万円 

要
求 4050万円 

　緊急性、優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

計 3910万円

区　　　分 予　　算　　額
下　　水　　道 3910万円

総
務
部
長

3910万円 

要
求 67万1千円 

　既存事業の活用等も含め、事業の実施
方法について再検討することとしました。

財
政
課
長

－　

－　
　信州の豊かな自然を活用した「信州エ
コツーリズム」の推進を図るため、地域に
おける取組支援、情報提供等を実施する
経費を要求しました。

総
務
部
長

新

保

保
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部　局　名：　商工労働部

環境対応型ものづくり収益向上 77万6千円 
普及事業費

・

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 [　0円]
 E-mail mono@pref.nagano.jp

農商工連携支援基金事業費 9億円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [　0円]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

地域資源製品開発支援センター 890万3千円 
事業費

・ デザイナー等の専門家による相談・助言
・ 新製品開発塾の開催

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　851万8千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

  省資源・省エネ等による環境対応型ものづくりを
支援し、中小企業等のコスト削減による収益向上と
環境対応の促進を図ります。

製造過程での環境影響評価と改善の実践

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

9億円 

　効率的な事業実施を図るため、講師謝
金等経費を精査しました。

77万6千円 

77万6千円 

128万5千円 

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

　要求どおり

9億円 

9億円 

事　　　　業　　　　名

890万3千円 
　専門家による支援対象企業数を精査し
ました。

964万1千円 

財
政
課
長

890万3千円 

要
求

  地域経済の活性化を図るため、基金を造成し、
その運用益により、中小企業者と農林漁業者が連
携して行う新事業展開や新商品開発等の取組み
に対し助成するとともに、事業化までの継続的な
支援を行います。

  中小企業が地域資源を活用して行う製品開発を
企画の段階から一貫して支援します。

総
務
部
長

新

新

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

産学官連携推進事業費 7892万7千円 

・ (財)長野県テクノ財団に対する支援
・ 知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)に対する支
援

ものづくり振興課 ・ 産学官共同開発に対する支援
 FAX 026-235-7197 ［　9444万1千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

マーケティング支援センター 6080万7千円 
事業費

・ 事業主体 　
                    

経営支援課
 FAX 026-235-7496 ［　6639万1千円］
 E-mail keieishien@pref.nagano.jp

ながのエンジェルネット推進 454万9千円 
事業費

・ 事業主体 　
                    

経営支援課
 FAX 026-235-7496 [　0円]
 E-mail keieishien@pref.nagano.jp

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

　産学官共同研究補助金の補助金額等
を精査しました。

　情報提供のための印刷代等経費を精
査しました。

9206万2千円 

7892万7千円 

6080万7千円 

7892万7千円 

　効率的な事業実施を図るため、マーケ
ティング専門家派遣事業等の経費を精
査しました。

財
政
課
長

6080万7千円 

要
求 6331万3千円 

454万9千円 

要
求 479万4千円 

総
務
部
長

454万9千円 

  産学官による研究開発体制を整備し、産学官連
携による研究開発事業を支援することにより、長野
県の活力あるものづくり産業の振興を図ります。

財
政
課
長

  創業間もない中小企業等と個人投資家とのマッ
チング交流会やセミナーを開催するなど、中小企
業の資金調達を支援します。

総
務
部
長

  県内中小企業のマーケティング力強化を総合的
に支援するため、販路開拓の相談助言、受発注
あっせん、訪問商談会やセミナーの開催等を行い
ます。

(財)長野県中小企業振興セン
ター

(財)長野県中小企業振興セン
ター

新
保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

企業誘致強化推進事業費 13億1729万円 

・ 産業立地推進役等による企業誘致活動の
推進
・ ものづくり産業応援助成金の交付
・ ＰＲ媒体の製作・情報発信　　

経営支援課
 FAX 026-235-7496 ［　13億563万5千円］
 E-mail keieishien@pref.nagano.jp

中小企業融資制度資金 656億8073万6千円 

経営支援課 ・ 融資目標額　　1,150億円　
 FAX 026-235-7496 ［　615億7469万8千円］

 E-mail keieishien@pref.nagano.jp

工業技術総合センター設備 7221万5千円 
拡充強化事業費

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　7897万3千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

要
求

13億1729万円 

総
務
部
長

13億1729万円 

656億8073万6千円 

　県営産業団地の管理経費について、精
査しました。

13億1976万6千円 

　中小企業の円滑な資金繰りを支援する
ため、金利引き下げ等に伴う金融機関へ
の預託原資を増額しました。

財
政
課
長

656億8073万6千円 

要
求

総
務
部
長

7221万5千円 

619億6888万2千円 

　依頼試験の利用状況等優先性を検討
し、対象機器を精査しました。

財
政
課
長

7221万5千円 

要
求 8657万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

  県内企業の技術力高度化・国際競争力の強化を
推進し、成長が見込まれる産業分野への進出や
新たな事業化を支援するため、高機能・高精度な
分析評価機器を導入し、依頼試験・施設利用・先
導的研究開発等の支援体制を強化します。

  雇用の確保及び地域経済の活性化を図るた
め、企業誘致を強力に推進します。

  金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中
小企業者に低利な資金をあっせんするとともに、
信用保証料の一部を補助します。
　また、経済変動等の影響を受け、事業活動に支
障を生じている中小企業者を支援する資金の拡
充を行います。

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

地域中小企業育成プロジェクト 889万2千円 
事業費

・ 事業主体 　
                    

経営支援課
 FAX 026-235-7496 ［　893万円］
 E-mail keieishien@pref.nagano.jp

小規模事業経営支援事業費 25億2103万8千円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　25億3050万2千円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

中小企業連携組織支援事業費 1億9164万円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　1億9421万7千円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

1億9164万円 

1億9164万円 

要
求 1億9164万円 

　要求どおり

財
政
課
長

総
務
部
長

889万2千円 
　効率的な事業実施を図るため、プロ
ジェクト支援コーディネーターの人員を精
査しました。

要
求 1209万3千円 

財
政
課
長

889万2千円 

要
求

25億2103万8千円 

　要求どおり

財
政
課
長

25億2103万8千円 

総
務
部
長

25億2103万8千円 

総
務
部
長

  独自の技術や経営ノウハウを持つなど、きらりと
光る中小企業を地域の中核企業へと育成するた
め、各種専門家からなるプロジェクトチームが集中
的に支援します。

  商工団体の機能を強化し、小規模事業者に対す
るサービスの向上を図るとともに、小規模企業支援
策の改革をスムーズに推進し、商工団体の総合的
なレベルアップを図ります。
　

(財)長野県中小企業振興セン
ター

  中小企業の連携組織の育成及び支援を促進し、
経営基盤の強化を図ります。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

技能五輪全国大会・アビリン 753万2千円 
ピック開催事業費

長野技能五輪・アビリンピック2012推進
協議会への負担

人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　113万9千円］
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

産業人材育成支援センター 7071万5千円 
事業費

人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　7662万5千円］
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

工科短期大学校・技術専門校 14億6063万2千円 
運営事業費

人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　13億3670万6千円］
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

　設備整備について、緊急性、優先性等
を勘案し事業費を精査しました。
　また、国の平成21年度当初予算による
国庫委託事業の拡充に合わせて、事業
費を増額しました。

財
政
課
長

14億6063万2千円 

要
求

12億9771万7千円 

総
務
部
長

14億6063万2千円 

財
政
課
長

7071万5千円 

要
求 7146万円 

総
務
部
長

7071万5千円 
　セミナーに係る経費を精査しました。

　職業能力開発協会の体制整備に係る
経費や、障害者技能競技大会に係る経
費について精査しました。

財
政
課
長

753万2千円 

要
求 949万2千円 

総
務
部
長

753万2千円 
  平成24年に開催する技能五輪全国大会及びア
ビリンピックに向け、関係機関と連携し、選手育成
や大会運営の整備に取り組みます。

  県内の人材育成機関等と連携し、産業人材育成
のためのセミナー等を開設するとともに、人材育成
に関する情報を提供します。

　

  新規学卒者・離転職者等に対して、就業に必要
な知識・技能・技術を習得するための職業訓練を
実施します。
　

新
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

民間活用委託訓練事業費
2億4523万9千円 

人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　8726万9千円］
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

中心市街地・商業総合支援 1618万7千円 
事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　911万5千円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

ふるさと信州学生Uターン 113万3千円 
事業費

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [　0円]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

　企業見学バスツアーの回数や、啓発資
料の配布方法を見直すなど経費を精査
しました。

財
政
課
長

113万3千円 

要
求 183万7千円 

総
務
部
長

113万3千円 

1618万7千円 

要
求 1618万7千円 

総
務
部
長

1618万7千円 
　要求どおり

財
政
課
長

（工科短期大学校・技術専門
校運営事業費　再掲）

　離転職者や若年者等の多様な職業能力開発
ニーズに対応するため、専修学校等の民間教育
訓練機関を活用し、就業に必要な職業訓練を実
施します。

  地域の人々の拠（よりどころ）である中心市街地
を再生するために、地域の人々が一丸となって取
り組む自発的な事業に対し、総合的な支援を実施
します。
　

  県外の大学及び専門学校等に進学した県出身
学生に対し、県内企業を知る機会や県内求人情
報等を提供し、Ｕターン希望学生のニーズに応え
るとともに県内企業の人材確保を図ります。
　

総
務
部
長

2億4523万9千円 
　国の平成21年度当初予算による国庫
委託事業の拡充に合わせて、事業費を
増額しました。

財
政
課
長

2億4523万9千円 

要
求 6768万5千円 

新

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

ジョブカフェ信州運営事業費 5409万2千円 

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 ［　5166万2千円］
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

障害者就業支援事業費 8974万8千円 

人材育成課
 FAX 026-235-7328
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp
労働雇用課
 FAX 026-235-7327 ［　7843万円］
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

3億円 

・ 融資利率　　 年1.0％
・ 融資限度額　100万円

労働雇用課 ・ 返済期間　　 10年以内（うち据置期間１年以内）　
 FAX 026-235-7327 [　0円]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp ※

  若年失業者・無業者、フリーター、ニート、学生等
に対し、キャリアコンサルティング、情報提供、職業
紹介の各サービスをワンストップで提供するととも
に、就労体験を実施します。

この他に、平成20年度1月補正予算において1億
円を前倒して計上しています。

5409万2千円 

要
求 8986万3千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

8974万8千円 

8974万8千円 
　要求どおり

要
求 4844万9千円 

総
務
部
長

5409万2千円 
　緊急経済対策として、アドバイザー２名
分の経費を増額しました。
　出張カウンセリングやセミナーに係る経
費などを精査しました。

財
政
課
長

総
務
部
長

3億円 
　緊急経済対策として、所要額を追加計
上しました。

3億円 

要
求 －　

財
政
課
長

勤労者生活資金緊急融資
事業費

  障害者の雇用の拡大を図るため、きめ細やかな
職業相談、求人開拓、職業紹介による就業支援を
行うとともに、職業能力開発の機会を拡大するた
め、障害者の能力・適性などに応じた多様な訓練
をＮＰO法人や民間教育訓練機関等へ委託し、就
業支援の拡充を図ります。

  長野県労働金庫と協調し、勤務先の事情により
離職・失業した県内に居住する勤労者の生活安
定を図るため、緊急に生活資金を低利で融資しま
す。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

14億4227万2千円 

・ 県事業
・ 市町村事業に対する助成

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [　0円]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

12億4103万4千円 

・ 県事業
・ 市町村事業に対する助成

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [　0円]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

労働相談事業費 1066万4千円 

・労働相談員による労働相談
・ 特別労働相談員（弁護士、社会保険労務士、
産業カウンセラー)による専門的な労働相談　　　

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 ［　1508万円］
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

－　

総
務
部
長

12億4103万4千円 
　国の平成20年度２次補正予算に合わ
せて、所要額を追加計上しました。緊急雇用創出基金事業費

財
政
課
長

12億4103万4千円 

要
求

　国のふるさと雇用再生特別交付金の交付を受
け、地域の雇用再生のために地域求職者を雇い
入れて、雇用機会の創出を図るための事業を実施
します。

　国の平成20年度２次補正予算に合わ
せて、所要額を追加計上しました。

要
求

2億6227万2千円

－　

ふるさと雇用再生特別基金事
業費

財
政
課
長

14億4227万2千円 

総
務
部
長

14億4227万2千円 

総
務
部
長

1066万4千円 
　労働相談員の勤務日数を精査しまし
た。

財
政
課
長

1066万4千円 

要
求 1091万6千円 

8億9000万円

  労使間のトラブルを円滑に解決するために労働
相談を実施します。

　国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金の交付
を受け、離職を余儀なくされた失業者に緊急に一
時的な雇用・就業機会の創出を図るための事業を
実施します。

11億8000万円

3億5103万4千円

新

新

50



予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

仕事と子育て両立支援推進 68万5千円 
事業費

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 ［　68万2千円］
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

72万5千円 
要
求

　啓発資料の内容等を見直し経費を精
査しました。

総
務
部
長

68万5千円 

財
政
課
長

68万5千円 

  仕事と子育てを両立しながら働くことのできる職
場環境づくりを推進するために、セミナーの開催や
子育て支援に取り組む企業の表彰等を実施しま
す。
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部　局　名：　観　光　部

「信州道楽」誘客促進事業費 2068万9千円 

・ 新たな観光資源の発掘とPR
・ 観光携帯サイトの改訂（東山魁夷が描く信州の
風景紹介等）
・ 環境に配慮した「エコ旅」の実施

観光振興課 ・ 道の駅等で展開する「道」プロモーションの実施
 FAX 026-235-7257 ［　3579万5千円］ ・ 「善光寺御開帳」や「諏訪大社御柱祭」を契機と
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp した県内周遊キャンペーンの実施

信州「食」の魅力向上事業費 1258万4千円 

・ 信州「食」の魅力向上講座の開催
観光振興課 ・ おいしいものを発信し誘客を促進する取組支援
 FAX 026-235-7257 ［　580万9千円］ ・ 信州の食の魅力の発掘・発信
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

ホスピタリティ向上事業費 1123万9千円 

・ 信州おもてなしカレッジ（宿泊事業者向け講座）
の開催

観光振興課 ・ 観光地のトイレ美化、観光ボランティアガイドの
 FAX 026-235-7257 ［　417万円］ 資質向上のための調査・検討及び研修会の
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp 開催

総
務
部
長

　緊急雇用創出基金を活用し、信州の食
の魅力の発信に要する経費を増額しまし
た。

1258万4千円 

総
務
部
長

1123万9千円 
　緊急雇用創出基金を活用し、観光地の
トイレ美化のための調査に要する経費を
増額しました。

1123万9千円 

378万1千円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要求と査定経過

  長野県の特性を生かした旅行商品づくりやプロ
モーションなどにより、訪れたお客様に「もう１か
所」「もう１泊」と思われるような新たな旅の魅力を創
造・発信します。

要求に対する査定内容

1258万4千円 

642万9千円 

　公式観光携帯サイトの改訂やプロモー
ション実施に要する経費を精査しました。

2068万9千円 

2068万9千円 

2360万2千円 

要
求

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

要
求

  県内各地域の旬の食材を活用するなど、地産地
消を推進し、地域色豊かで多彩な信州の食の魅
力の向上・発信を図ります。
  また、伝統料理や地域の食材を使ったメニューを
組み込んだ旅行商品づくりを支援します。

  観光事業者を中心としたホスピタリティの向上の
ための講座や、観光ニーズに応じてレベルアップ
が必要な分野を対象とした研修会等を開催し、顧
客満足度の向上とリピーターの増加を図ります。
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

376万7千円 

・ 旅館経営者向け研修講座の開催
・ 経営革新アドバイザー（仮称）の派遣

観光企画課
 FAX 026-235-7257 ［　248万4千円］
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

スノーリゾート信州構築事業費 4175万2千円 

・ スキー指導者向け研修会の開催
・ 各種媒体を活用したプロモーションの展開

観光振興課 ・ スノーリゾートとして誘客を促進する取組支援
 FAX 026-235-7257 ［　3201万3千円］ ・ スキー場経営講座の開催
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp ・ スキー場経営支援会議の開催

6869万4千円 

・ 補助対象　市町村
観光振興課 ・ 事業主体　観光地再生協議会
 FAX 026-235-7257 ［　5259万8千円］ ・ 補助率　　 再生協議会が実施する事業費の
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp               1/2以内

  経営者のための研修講座の開催や相談機能の
充実により、観光事業者の経営力強化を支援しま
す。

  従来のスキー振興に加え様々な魅力を満載した
トータルでの冬の信州の楽しみ方を「スノーリゾー
ト信州」としてプロモーションし、冬の信州への誘客
を図ります。

  地域の観光事業者、関係団体及び地域住民等
と連携・協働して、温泉地やスキー場地区の再生
に意欲的に取り組む市町村に対し、県がモデル地
区を設定して支援することにより、温泉宿泊者やス
キー場利用者等の増加を図ります。

観光事業者経営力強化支援
事業費

温泉地・スキー場地区再生モ
デル事業費

要
求 6942万2千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

6869万4千円 

6869万4千円 
　平成20年度までの事業実施状況を踏ま
え、新規採択の地区数を精査しました。

要
求 3082万6千円 

総
務
部
長

4175万2千円 
　緊急雇用創出基金を活用し、プロモー
ション実施に要する経費を増額しました。

財
政
課
長

4175万2千円 

　資質向上研修に要する経費を精査しま
した。

財
政
課
長

376万7千円 

要
求

376万7千円 

382万7千円 

総
務
部
長

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

422万3千円 

・ 田舎暮らし案内人の配置
・ 田舎暮らし「楽園信州」推進協議会を通じた県

観光振興課 外向けPR等
 FAX 026-235-7257 ［　441万9千円］
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

150万円 

・ 事業主体　 県、（社）信州・長野県観光協会
・ 実施期間　平成21年２月20日から７月20日まで
・ 実施内容　特典付き宿泊プランの提供・ＰＲ

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

2000万円 

・ 全国宣伝販売促進会議の開催
・ 大都市圏でのＰＲ

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

  長野県での“田舎暮らし”を希望する団塊の世代
をはじめとする多くの都市圏生活者を、官民が一
体となって長野県に誘引し、地域の活性化と全国
の長野県ファンの拡大を図ります。

  観光産業の活性化を図るため、県民を対象とし
た県内宿泊促進キャンペーンを実施します。

  ＪＲグループとの連携による大型観光キャンペー
ンであるデスティネーションキャンペーンの平成22
年秋の実施に向けて、プレキャンペーンを進めま
す。

田舎暮らし｢楽園信州」創造事
業費

デスティネーションキャンペー
ン実施事業費

県民宿泊促進キャンペーン事
業費

財
政
課
長

要
求

150万円 

総
務
部
長

2000万円 

　緊急経済対策実施のため、所要額を追
加計上しました。

150万円 

－　

　要求どおり

財
政
課
長

2000万円 

要
求 2000万円 

総
務
部
長

要
求 422万3千円 

財
政
課
長

422万3千円 

総
務
部
長

422万3千円 
　要求どおり

新

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

産業観光推進事業費 145万2千円 

・ 産業観光推進会議の開催
・ 産業観光推進のための研修会等の開催

観光振興課 ・ モデルルートなど旅行商品の開発
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

3641万1千円 

・ 海外の旅行業者やマスコミ関係者等の招へい
・ 現地商談会や観光説明会の開催、国際観光展 
への出展

観光振興課 ・ 外国人旅行者受入促進地域シンポジウム等の
 FAX 026-235-7257 ［　3833万2千円］ 開催
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp ・ 外国人街歩き案内地図の作成

3151万5千円 

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

  長野県内の特色ある産業資源を活用し、新たな
観光客層の掘り起こしを図るため、滞在型観光とし
ての産業観光推進のための具体的な方策につい
ての研究や旅行商品の開発を行います。

要
求

  アジア太平洋地域（21ケ国）の青年会議所メン
バーが一堂に集い交流を行う「第59回国際青年会
議所アジア太平洋会議長野大会」の開催を支援し
ます。
  日本・中国・韓国の観光担当大臣が三国間の観
光交流の促進と協力強化について協議する「日中
韓観光大臣会合」の中部地域での開催を支援しま
す。

  諸外国・地域の特性に応じた効果的な誘客手法
を選択し、新たにロシアを対象国とするなど、外国
人旅行者のさらなる増加を図ります。
  また、外国人旅行者が適時・適切な長野県の情
報が入手できる環境整備を推進します。

3253万3千円 

外国人旅行者戦略的誘致推
進事業費

国際コンベンション開催支援
事業費

財
政
課
長

3151万5千円 

総
務
部
長

3151万5千円 
　過去の他県での事業実施状況等を踏
まえ、国際青年会議所アジア太平洋会議
長野大会開催に要する経費を精査しまし
た。

　日中韓観光大臣会合実行委員会の結
果を踏まえ、会合開催に要する経費を増
額しました。

要
求

　緊急雇用創出基金を活用し、外国人街
歩き案内地図の作成に要する経費を増
額しました。

財
政
課
長

3641万1千円 

総
務
部
長

3641万1千円 

3350万円 

財
政
課
長

145万2千円 

要
求 243万9千円 

総
務
部
長

145万2千円 
　モデルコース情報の提供のためのパン
フレット印刷費等を精査しました。

新

保

新

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

935万円 

観光企画課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

216万4千円 

国際課
 FAX 026-232-1644 [　0円]
 E-mail kokusai@pref.nagano.jp

65万円 

国際課
 FAX 026-232-1644 [　0円]
 E-mail kokusai@pref.nagano.jp

　世界的評価ガイドである「ザガット」のブランドを
活用し、「ＮＡＧＡＮＯ」を効率的、効果的に世界へ
情報発信するため、「ザガット長野」の英語版作成
を促進します。

  中国河北省との友好提携25周年を記念して、河
北省人民政府から代表団を招請し、記念式典を開
催するとともに友好交流を促進します。

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

　要求どおり
総
務
部
長

  長野県と中国河北省との「青少年交流に関する
覚書」に基づき、青少年が相互に訪問し、お互い
の文化や習慣に対する理解を深め、友情を養い、
将来地域の国際化を担う人材を育成します。

財
政
課
長

65万円 

要
求

要
求 65万円 

65万円 

216万4千円 

221万8千円 

　過去の事業実施状況を踏まえ、経費を
精査しました。

216万4千円 

　「ザガット長野」英語版促進
事業費

935万円 

財
政
課
長

935万円 

　情報発信に要する経費を精査しまし
た。

友好提携25周年記念河北省
友好代表団招請事業費

長野県・河北省青少年相互交
流事業費

1055万円 

総
務
部
長

新

新

新

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

782万8千円 

・ 派遣時期　 平成21年11月
・ 派遣者　　 知事ほか

国際課
 FAX 026-232-1644 [　0円]
 E-mail kokusai@pref.nagano.jp

要
求 1086万7千円 

  ブラジルで開催される在ブラジル長野県人会創
立50周年記念式典に出席し、県人会との交流を
行います。

総
務
部
長

782万8千円 

財
政
課
長

782万8千円 

　過去の事業実施状況を踏まえ、経費を
精査しました。在ブラジル長野県人会創立50

周年記念式典派遣事業費

新
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部　局　名：　農　政　部

環境にやさしい農業総合 　1865万1千円
対策事業費

・ 事業主体 県、市町村、農業団体等
農業技術課 ・ 補助率 １/２以内
 FAX 026-235-8392 ［　2109万5千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

農地・水・環境保全向上対策 　1億5068万5千円
事業費

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ・
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農地整備課 ・ 定額
 FAX 026-233-4069 ［　1億5068万5千円］
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

野生鳥獣被害総合対策 　2111万円
事業費

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　7391万2千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

要
求

1億5068万5千円 

2111万円 

2772万2千円 

　国庫補助事業の補助対象が拡充され
たことに伴い、防護柵の設置などの経費
について減額し、被害の急速な拡大の恐
れがある小型獣被害対策について、所要
の経費を増額しました。

2111万円 

総
務
部
長

財
政
課
長

1億5068万5千円 

1億5068万5千円 

　研修会の実施に要する経費を精査しま
した。

1865万1千円 

1865万1千円 

　要求どおり

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要
求 1967万8千円 

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

要
求

財
政
課
長

交付率 　　　

総
務
部
長

  環境と調和のとれた農業を促進するため、エコ
ファーマーや環境にやさしい農産物認証の拡大を
図るとともに、ＩＰＭ（総合的な技術を組み合わせた
病害虫管理）やＧＡＰ（農業生産工程管理）の導入
普及等に取り組む生産者を支援します。

要求と査定経過

総
務
部
長

要求に対する査定内容

  農村地域の環境を保全するため、地域ぐるみで
行う農道や用水路等の適正な保全管理を行う共
同活動と農業者ぐるみで行う環境負荷を低減する
営農活動を支援します。

事業主体 長野県農地・水・環境保全向上
対策協議会、活動組織、市町村

  野生鳥獣による農作物被害を防止するため、被
害地域への指導・助言体制の整備など地域ぐるみ
の総合的被害対策を支援するとともに、被害の急
速な拡大の恐れがある小型獣被害対策につい
て、体制を整備します。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

中山間地域農業直接支払 　20億1158万6千円
事業費

・ 事業主体 協定締結集落、市町村
・ 負担割合 　国1/2　県1/4　市町村1/4　ほか

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　19億2656万5千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

信州農産物マーケティング 　1749万9千円
戦略推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　872万7千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

地産地消「信州を食べよう」 　205万6千円
推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　245万円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

20億1158万6千円 

20億1158万6千円 

　農産物等の海外におけるトップセール
スの実施に要する経費を精査するととも
に、緊急雇用対策として実施する農産物
等の販売促進経費を増額しました。

　要求どおり

1749万9千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

1749万9千円 

要
求 966万9千円 

　要求どおり

205万6千円 

205万6千円 

205万6千円 

20億1158万6千円 

  県産農畜産物の魅力をＰＲし、消費と販路を拡大
するため、大都市でのマーケティングやトップセー
ルス等を実施するとともに、海外販路の拡大を推
進します。

  中山間地域において、耕作放棄地の発生を防
止し、農業・農村の持つ多面的機能を確保するた
め、集落の話し合いに基づく将来に向けた積極的
な農業生産活動を支援します。

   「学校給食」における地場農産物の利用や、直
売所の年間を通した安定経営を目指す広域連携
への取組等を支援することにより、県民運動として
の地産地消の定着を促進するとともに、県内の食
料自給率の向上を図ります。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

水田農業経営確立推進 　4340万3千円
指導事業費

・ 事業主体 　市町村
・ 補助率 定額

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ［　4852万2千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

需要対応穀物生産強化 　1億240万9千円
事業費

・ 事業主体 　県、市町村、JA、営農集団等
農業技術課 ・ 補助率 1/2以内、1/3以内、定額
 FAX 026-235-8392 ［　2311万9千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

燃油・肥料・飼料等価格高騰 　1億8223万6千円
緊急対策事業費

・ 事業主体 県、市町村、営農集団等
・ 補助率 1/2以内、1/3以内

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　998万1千円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

より緊急度の高い事業から実施すること
とし、補助対象メニューを精査しました。

　過去受領した補助金の返還について
予算計上しましたが、返還が不要となっ
たため要求を取り下げました。
　また、緊急雇用対策として、米粉の普及
促進を図る経費を増額しました。

　燃料費単価など補助対象経費を精査し
ました。

1億240万9千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

総
務
部
長

要
求 4400万3千円 

4340万3千円 

財
政
課
長

財
政
課
長

要
求

1億240万9千円 

1億8223万6千円 

1億8223万6千円 

1億9086万6千円 

1億267万円 

  原油等農業生産資材価格や家畜飼料価格の急
激な高騰が農業経営に及ぼす影響を緩和させる
ため、新たな技術導入や自給飼料増産への取組
を支援します。

4340万3千円 

要
求

総
務
部
長

  需要に応じた米づくりと、地域の実情や特性を活
かした生産調整方法・産地づくり対策への円滑な
移行を進めるため、市町村が行う米の生産数量目
標の算定及び確認事務などを支援します。

  需要に的確に対応した米・麦・大豆・そばの生産
振興と生産体制の強化を図るため、技術研修会・
講習会等を開催するとともに、共同利用施設・機
械の導入や、新たな米の用途拡大を図るための米
粉の普及推進及び地域利用体制を構築します。

・燃油・肥料等価格高騰緊急対策事
業
・飼料価格高騰緊急対策事業
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

強い園芸産地育成事業費 　5000万円

・ 事業主体 市町村、営農集団等
・ 補助率 1/2以内

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　5000万円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

きのこ農業緊急支援対策 　4147万2千円
事業費

・ 事業主体 営農集団、(財)長野県野菜生産　
園芸畜産課 安定基金協会等
 FAX 026-235-7481 ・ 補助率 1/2以内、定額
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp
農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　4410万9千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

野菜等価格安定対策事業費 　6億1036万円
　・特産花き生産出荷安定資金造成事業

　・野菜価格安定対策事業 債務負担行為
（3億5480万円） ・ 事業主体 (財)長野県野菜生産安定基金協会

・ 補助率 定額

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 ［　3億9518万6千円］
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

　要求どおり

5000万円 

要
求 5000万円 

総
務
部
長

5000万円 

　生産流通体制推進事業について、補
助対象とする内容を精査しました。

総
務
部
長

4147万2千円 

財
政
課
長

4147万2千円 

要
求 4151万5千円 

平成20年度における交付額が確定した
ため、平成21年度における資金造成に
必要な額を計上しました。

財
政
課
長

6億1036万円 

  県オリジナル品種の拡大などを通じ、競争力の
高い園芸産地を育成するため、種苗導入や施設・
機械等の整備を支援します。

財
政
課
長

6億1036万円 

要
求

7億6737万6千円 

総
務
部
長

  きのこ生産農家の経営安定を図るため、経営診
断の実施や新たな販路開拓、きのこ新品目や複
合作物の導入、生産安定資金造成などへの支
援、並びに営農負債の借り換えに対する利子助成
を行います。

  農家の経営安定と農作物の安定供給を図るた
め、価格低落時に価格差補給交付金を交付する
ための資金造成等を支援します。
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

りんごフェザー苗供給体制 　258万2千円
構築事業費

・ 事業主体 県、(社)長野県原種センター　
園芸畜産課 営農集団等
 FAX 026-235-7481 [　0円] ・ 補助率 1/2以内、定額
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp

新規就農者支援事業費 　3051万9千円

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　3238万2千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

中山間集落営農づくり 　1800万円
支援事業費

・ 事業主体 集落営農をめざす組織等
・ 補助率 1/2以内

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　2300万円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

　要求どおり

3072万1千円 

258万2千円 

3051万9千円 

総
務
部
長

1800万円 

財
政
課
長

1800万円 

要
求 1800万円 

　燃料費を精査しました。

総
務
部
長

要
求 200万6千円 

財
政
課
長

258万2千円 

総
務
部
長

3051万9千円 

フェザー苗供給体制構築推進事業を
委託から補助に変更するとともに、啓発
資料の印刷を事業内容に追加しました。

  中山間地域における地域農業の維持を図るた
め、集落営農組織の育成活動や農業機械・施設
等の整備を支援します。

財
政
課
長

要
求

  省力的で早期多収が可能なりんご新わい化栽培
を拡大するため、フェザー苗及びＭ．９ナガノ自根
台木の緊急的な確保に必要な生産技術指導や、
安定的に生産供給できる体制づくりを支援しま
す。

  農業後継者、新規参入者、団塊の世代からの定
年帰農等多様な新規就農者を確保、育成するた
め、就農相談活動や農業体験研修の実施、新規
就農里親制度による実践的な技術研修などによ
り、円滑な就農を支援するとともに、地域において
関係機関・団体が一体となって行う就農促進活動
を進めます。

新
保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

農地確保・利用推進事業費 　1061万9千円

・ 事業主体 　

農村振興課
 FAX 026-235-7483 [　0円] ・ 補助率 　　　1/2以内、定額
 E-mail noson@pref.nagano.jp

長野県原産地呼称管理 　993万2千円
制度運営事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　1161万3千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

信州オリジナル食材ブランド 　451万9千円
化推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　241万2千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

1061万9千円 

総
務
部
長

　国庫補助事業の概要が判明したため、
これにあわせ事業内容を精査しました。

1325万2千円 

財
政
課
長

1061万9千円 

451万9千円 

750万3千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

993万2千円 

要
求 1043万2千円 

　ＰＲイベントの開催に要する経費を精査
しました。

  信州農産物のブランド化を図るために創設した
長野県原産地呼称管理制度の運営やＰＲを行い
ます。

財
政
課
長

451万9千円 

総
務
部
長

  食料の生産基盤である農地を確保し、面としてま
とまった形で担い手に集積するため、市町村段階
における農地の確保・利用を推進する活動を支援
します。

長野県担い手育成総合支援協
議会、地域担い手育成総合支援
協議会等

993万2千円 

　イベントの開催など、ＰＲに要する経費
を精査しました。

要
求

要
求

  県開発・認定の優れた食材のＰＲとブランド化を
推進するため、取扱店舗情報の発信を行うととも
に、全国イベントでのプロモーションや有名料理店
等への売り込みを行います。

新

保

保
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

農業農村ビジネス推進事業費 　222万6千円
　　

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 ［　251万6千円］
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

農村活性化支援事業費 　4億9084万7千円

農業政策課農産物ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ室

 FAX 026-235-7393 ・ 事業主体 　市町村、農協、団体等
 E-mail marketing@pref.nagano.jp ・ 交付率 1/2以内、定額
農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　4億5645万円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

農地地すべり対策事業費 　500万円
（県単独　再掲）

農地整備課
 FAX 026-233-4069 [　0円] ※

 E-mail nochi@pref.nagano.jp

財
政
課
長

4億9084万7千円 

総
務
部
長

4億9084万7千円 
　学習旅行の誘致推進経費を精査しまし
た。

  農地地すべり災害の未然防止を図るため、機能
が著しく低下している地すべり防止施設の機能回
復等を実施します。

※ この他に、平成20年度2月補正予算で5824万4千
円を前倒して計上しています。

この他に、平成20年度1月補正予算において500
万円、2月補正予算において155万8千円を前倒し
て計上しています。

　農産加工品評価会の開催経費を精査
しました。

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

222万6千円 

222万6千円 

230万6千円 

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

要
求 1000万円 

  消費者の価値観の変化やニーズの多様化など
に対応し、収益性の高い農業をつくるため、第１次
産業（生産）、第２次産業（加工）、第３次産業（観
光・販売）が相互に連携した「第６次産業」化の推
進や企業感覚を有する経営体を育成します。

総
務
部
長

500万円 

財
政
課
長

500万円 

  農山村の活性化を図るため、地域の特性を活か
した多様な産業振興、都市・農村交流を推進する
活動やその拠点施設の整備を支援します。
  遊休農地解消のための推進活動や遊休農地の
農業上の利用、多面的機能の増進など地域の実
情に応じた解消・活用に向けた取組を支援しま
す。

要
求

4億9100万5千円 

山村等振興対策事業
都市農村交流対策事業
やすらぎ空間整備事業
遊休農地活用総合対策事業
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予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 要求と査定経過 要求に対する査定内容

公共事業費
公共事業費 　105億201万6千円

債務負担行為
（14億円）

農地整備課
 FAX 026-233-4069 ［　111億5332万5千円］

 E-mail nochi@pref.nagano.jp

県単独事業費
県単独事業費 　1億1560万円

農地整備課
 FAX 026-233-4069 ［　3億7442万円］
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

農業農村整備

予　算　額区　　分

予　算　額区　　分

6272万円
500万円

農 村 整 備 18億5183万6千円
22億  402万3千円

財
政
課
長

105億201万6千円 

105億201万6千円 

総
務
部
長

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

農 道 22億2883万9千円

計 105億  201万6千円
防 災

生 産 基 盤 42億1731万8千円

農 道 0円

※ この他に、平成20年度1月補正予算において1億
3247万9千円、2月補正予算において5632万5千円
を前倒して計上しています。

計 １億1560万円

※ この他に、平成20年度1月補正予算において3億
400万円、2月補正予算で1155万8千円を前倒して
計上しています。

緊急農地防災
農地地すべり対策

4788万円

要
求 4億1960万円 

要
求

105億4840万2千円 

財
政
課
長

1億1560万円 

総
務
部
長

1億1560万円 

保

保

保

保
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　 部　局　名：　林　務　部

信州の森林づくり事業補助金 25億5292万3千円 
（公共・県単独　再掲）

 

・ 事業主体 森林所有者、森林組合、
ＮＰＯ法人等

・ 補助率 公共　 7/10以内
県単独　 5/10以内

森林づくり推進課 ※

 FAX　026-234-0330 ［　27億852万2千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

公的森林整備事業補助金 1億6500万円 
（公共　再掲）

　

 ・ 事業主体 市町村等
森林づくり推進課 ・ 補助率 10/10以内
 FAX　026-234-0330 ［　1億987万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

要求に対する査定内容

　要求どおり

要
求 1億6500万円 

1億6500万円 

25億5292万3千円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

財
政
課
長

25億5292万3千円 
  「信州の森林づくりアクションプラン」に基づき、喫
緊の課題である間伐を計画的に進めるため、森林
所有者等が行う森林整備のための経費に助成し
ます。

  「長野県ふるさとの森林づくり条例」に基づき指定
された「森林整備保全重点地域」等において、県と
市町村が連携して、所有者負担を伴わずに間伐
等の森林整備を実施するための経費に対して助
成します。

総
務
部
長

財
政
課
長

なお、森林整備事業としては、この他に森林づくり県民
税活用事業や治山事業及び県営林事業の一部を加え
て、51億8356万2千円の予算計上となっており、
22,000ha（平成20年度1月補正前倒分1億3525万5千円
を含む）の間伐を実施します。

総
務
部
長

　要求どおり

要
求

25億5292万3千円 

1億6500万円 
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

2億4094万3千円 

（公共　再掲）

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　1億9097万4千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

4975万円 

・ 事業主体 　市町村等
信州の木振興課 ・ 補助率　　　 1/2、定額
 FAX　026-235-7364 ［　1210万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp ※

8億865万円 

（公共・県単独　再掲）

（森林づくり県民税活用事業）

・ 事業主体 市町村等
 ・ 補助率 9/10以内
森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　4億432万5千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

  脱温暖化・循環型社会を構築するため、市町村
が行うペレットストーブ・ボイラーの導入や個人向
けに行う助成事業に要する経費に対して助成し、
森林資源の有効利用と新たな産業の創出による
地域活性化を図ります。

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

森のエネルギー推進事業補助
金

財
政
課
長

4975万円 

要
求 8475万円 

総
務
部
長

4975万円 

みんなで支える里山整備事業
補助金

財
政
課
長

8億865万円 

8億865万円 

総
務
部
長

　要求どおり

  浅川、砥川、薄川などの重要流域の森林整備を
着実に進めるため、県が事業主体となり造林事業
及び治山事業を一体的・集中的に実施し、針広混
交林化に向けた整備を進めます。

要
求

2億4094万3千円 

総
務
部
長

2億4094万3千円 

8億865万円 

財
政
課
長

2億4094万3千円 

　要求どおり

要
求

流域管理森林（もり）と水特別
対策事業費

この他に、平成20年度1月補正予算において3375
万円を前倒して計上しています。

  所有が零細で分散するなどにより荒廃が進んで
いる里山、特に集落周辺林における間伐等の森
林整備（4,000ha）のための経費に対して助成しま
す。

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

3750万円 

（森林づくり県民税活用事業）

・ 交付対象 自治会組織、山林委員会等
信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　3000万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

570万円 

（森林づくり県民税活用事業）

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　552万8千円］ 　 　 　
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp 　 　 　

森林づくり推進支援金 1億3000万円 
（森林づくり県民税活用事業）

・ 交付対象 市町村
森林政策課
 FAX　026-234-0330 ［　1億円］
 E-mail rinsei@pref.nagano.jp

　要求どおり
地域で進める里山集約化事業
交付金

  森林整備に意欲的な事業体が、里山の小規模
個人有林等の取りまとめや団地化、施業の集約
化、高性能林業機械等による生産コストの縮減等
を図るため、施業プランナー及びオペレーターの
育成や、優良事例を地域に普及するための経費
に対して助成します。

高度間伐技術者集団育成事
業費

要
求

財
政
課
長

  里山における小規模個人有林、不在村所有林
等の森林整備を進めるため、区、集落などの地域
が主体となった森林整備計画づくりや計画区域内
の森林所有者からの施業同意を得るなど条件整
備のための活動に対して助成します。

財
政
課
長

　積算単価を見直し、経費を精査しまし
た。

要
求 600万円 

総
務
部
長

3750万円 

3750万円 

570万円 

3750万円 

　要求どおり
総
務
部
長

要
求 1億3000万円 

財
政
課
長

1億3000万円 

1億3000万円 

総
務
部
長

570万円 

  地域における住民の意向や実情に精通している
市町村との連携により、きめ細かな森林づくり活動
の取り組みを支援するため、市町村が独自性と創
意工夫により事業展開するための経費に対して支
援します。

保

保

保

保

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

250万円 

（森林づくり県民税活用事業）

・ 事業主体 　森林所有者、森林組合等による
 協定締結者
信州の木振興課 ・ 補助率　　　 定額
 FAX　026-235-7364 [　0円]
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

1287万3千円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
森林政策課 　　　 　
 FAX　026-234-0330 ［　2152万9千円］
 E-mail rinsei@pref.nagano.jp

森林（もり）の里親促進事業費 123万円 
（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
信州の木振興課 　　　 　
 FAX　026-235-7364 ［　80万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

要
求 250万円 

間伐材利用の環モデル事業
補助金

財
政
課
長

250万円 

  間伐材の利用を進めるため、間伐材の生産から
利用に関わる地域の関係者が協定を締結して利
用する仕組みづくりを進めるための経費に対して
助成します。

総
務
部
長

250万円 

  県が仲立ちとなり、荒廃した里山や山村集落へ、
森林整備や木質バイオマス利活用によるＣＯ2吸
収・削減に意欲的な企業等の社会貢献活動を誘
導し、地域の活性化を促進します。

財
政
課
長

123万円 

総
務
部
長

123万円 

要
求

　要求どおり

1287万3千円 

　要求どおり

　要求どおり

総
務
部
長

1287万3千円 
みんなで支える森林づくり推進
事業費

1287万3千円 

財
政
課
長

要
求

123万円 

  県民や企業等の理解と参加・協力による森林づ
くりを進めていくため、事業の取組状況等につい
て周知を図るとともに、県民参加による成果の検証
等を行います。

保

保

保

保

保

保

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

48万円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
森林づくり推進課 　　　 　
 FAX　026-234-0330 ［　45万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

167万円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
信州の木振興課 　　　 　
 FAX　026-235-7364 ［　142万7千円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

木育推進事業費 950万円 
（森林づくり県民税活用事業）

 

 　　
信州の木振興課 　
 FAX　026-235-7364 ［　700万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

  次世代を担う子供達や地域住民が里山及び地
域材に目を向け、森林づくりへの理解と協力を得
るため、地域材を利用した施設・設備等の整備や
学習機会の提供等の活動を推進します。

地域活動支援のうち里山資源活用型
　税活用事業で伐採された身近な森林の間
伐材を活用する取組への支援

　間伐材を利用する仕組みづくりについ
ては、間伐材利用の環モデル事業で実
施することとし、関連する事業を精査しま
した。

　普及啓発チラシ等の経費を精査しまし
た。

要
求 285万円 

カーボンオフセットシステム構
築事業費

財
政
課
長

167万円 

総
務
部
長

167万円 
  木質バイオマス利用によるＣＯ2削減量を評価す
る仕組みづくりを通じ、企業等の支援による木質バ
イオマス利活用を推進します。

地球温暖化防止吸収源対策
推進事業費

財
政
課
長

48万円 

  森林整備によるＣＯ2吸収量を評価する仕組みを
通じ、企業等による森林整備を促進します。

総
務
部
長

48万円 

要
求

　要求どおり

1200万円 

950万円 

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

950万円 

48万円 

保

保

保

保

保

保

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

2億2002万1千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　2億1843万8千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

6967万3千円 

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　7603万9千円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

872万3千円 

・ 捕獲隊編成経費、捕獲実施経費等
ワナ等捕獲経費支援

森林づくり推進課 搬出機材購入支援
 FAX　026-234-0330 ［　888万9千円］ ＧＰＳ等購入支援
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

要
求 872万3千円 

有害鳥獣捕獲体制整備事業
補助金
（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

財
政
課
長

872万3千円 

  野生鳥獣による農林業被害の軽減を図るため、
「捕獲対策」を重要な対策と位置付け、集落自衛
団の組織化、市町村を越えた広域的な捕獲体制
の整備などを図るための経費に対して助成しま
す。

総
務
部
長

872万3千円 
　要求どおり

野生鳥獣総合管理対策事業
費

財
政
課
長

6967万3千円 

  野生鳥獣被害と対峙できる集落の再生のための
自立的な活動を総合的に支援し、野生鳥獣に負
けない集落づくりを進めるため、捕獲や防除対策、
野生鳥獣を誘引しない対策として耕作放棄地等に
緩衝帯を設けるなど、きめ細かな対策を実施しま
す。

7463万3千円 

総
務
部
長

6967万3千円 
　クマ対策員配置事業について、前年度
実績により経費を精査しました。

要
求

松林健全化推進事業費

財
政
課
長

2億2002万1千円 

総
務
部
長

2億2002万1千円 
  防災や信州の原風景の保全上重要な役割を果
たしているアカマツ林を保全するとともに、マツタケ
等の林産物の確保を図るため、被害木の駆除や
薬剤の散布などにより松くい虫被害の拡大を防止
します。

　国庫補助金の有効活用により、所要額
を精査しました。

要
求

2億1680万2千円 

保

保

保

保

新

新

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

56万9千円 

森林づくり推進課 ・ 狩猟者確保のための講習会等
 FAX　026-234-0330 ［　50万円］ 　　 狩猟を考えるシンポジウム開催
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp 　

1760万3千円 

・ カモシカ個体群動向調査
イノシシ生息状況調査

森林づくり推進課 　 　 　
 FAX　026-234-0330 ［　1760万3千円］ 　 　 　
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

7180万円 

・ 事業主体 　市町村、森林組合等
・ 補助率 1/2

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　6000万円］ ※

 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

  イノシシによる農業被害が拡大していることから、
総合的、効果的な被害対策を推進するため、生息
状況や被害状況を調査・分析し、特定鳥獣保護管
理計画策定の基礎資料とします。

  狩猟者の高齢化や狩猟離れによるハンターの減
少に歯止めをかけ、有害鳥獣捕獲従事者の確保
及び狩猟による有害鳥獣捕獲を推進するため、一
般県民を対象としたシンポジウムを開催するととも
に、猟友会等が実施する新規ハンターの育成・確
保対策経費に対して助成します。

　要求どおり

総
務
部
長

7180万円 

 

森林整備に直結する作業道整
備事業補助金

要
求 7600万円 

要
求 1760万3千円 

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

財
政
課
長

7180万円 

特定鳥獣生息状況調査事業
費

　 財
政
課
長

1760万3千円 

総
務
部
長

1760万3千円 

（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

財
政
課
長

56万9千円 

総
務
部
長

56万9千円 

要
求

　緊急性・優先度等を勘案し、疑似体験
施設の導入経費を精査しました。

356万9千円 

新規ハンター確保対策支援事
業費

この他に、平成20年度1月補正予算において537
万6千円を前倒して計上しています。

 
  森林整備及び間伐材の搬出を促進するため、こ
れまで整備してきた林道を活用し、森林整備に直
結する作業道、作業路の一体的な整備に対し助
成します。

保

保

新

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

55万円 

・ 事業主体 　信州木材認証製品センター
信州の木振興課 ・ 補助率　 1/2
 FAX　026-235-7364 ［　55万円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

1億4458万円 

・

信州の木振興課 ・ 県産材製学校用机・椅子の導入
 FAX　026-235-7364
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp ［　6261万9千円］ ※

　

1億5900万円 

（公共　再掲）

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　3830万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

木の香る環境づくり総合推進
事業費

「信州型エコ住宅」部材供給事
業補助金

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。
　県産材製学校用机・椅子の導入につい
て、導入状況を勘案し台数を精査しまし
た。

財
政
課
長

1億4458万円 

要
求 4億3570万円 

  市町村の公共施設等に信州の木を利用すること
により、温もりのある生活環境を創り出すとともに、
県民の信州の木への理解を深めることにより、県
産材の利用を促進します。

総
務
部
長

1億4458万円 

1億5900万円 

  「平成18年７月豪雨災害」の教訓をもとに策定し
た「災害に強い森林づくり指針」に基づき、土砂災
害防止機能を高度に発揮させるための森林整備と
施設整備を一体的に実施し、保安林の防災機能
の強化を図ります。

　要求どおり
災害に強い森林づくり緊急対
策事業費

財
政
課
長

1億5900万円 

要
求

総
務
部
長

1億5900万円 

要
求 55万円 

　要求どおり

財
政
課
長

55万円 

総
務
部
長

55万円 

この他に、平成20年度1月補正予算において3億
4583万1千円、2月補正予算において4576万円を
前倒して計上しています。

  県産材の利用及び県産材住宅産業の活性化を
図るため、エコイメージを強調した住宅の独自ブラ
ンド立ち上げに向け、建設部等と連携し、県産建
築部材の共通化・仕様書の作成、普及に対し助成
します。

展示効果やシンボル性の高い木造公共施設
の整備
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

山地防災情報推進事業費 2150万円 
（公共　再掲）

森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　2840万円］
 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

885万6千円 

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364 ［　804万9千円］
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

公共事業費
公共事業費 101億8088万1千円 

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp
森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 　［　105億2298万2千円］ ※

 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp
要
求

101億8088万1千円 
この他に、平成20年度1月補正予算において1億
3525万5千円を前倒して計上しています。

治  山 55億6327万2千円
林  道 10億6411万円
計 101億8088万1千円

　要求どおり

区  分 予算額
造  林 35億5349万9千円

財
政
課
長

101億8088万1千円 

総
務
部
長

101億8088万1千円 

要
求 896万円 

  信州の豊かな自然環境を生かして、林業、観
光、医療などを融合させた新たな森林関連産業の
育成と地域の活性化を図るため、県内外の企業等
に対し森林セラピーに関する広報普及活動を実
施するとともに、森林セラピー基地認定市町村等
が行う、体制整備に係る経費を助成し、森林セラ
ピーツーリズムの推進を図ります。

　県が行う普及啓発活動に要する経費に
ついて精査しました。森林セラピー基地体制整備事

業費

財
政
課
長

885万6千円 

総
務
部
長

885万6千円 

  山地災害危険地区等の調査・点検事項を「山地
防災カルテ」等にまとめ、地域住民への情報提供
を行うなど山地災害に対するソフト対策を推進しま
す。

　要求どおり

財
政
課
長

2150万円 

要
求 2150万円 

総
務
部
長

2150万円 

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過

県単独事業費
県単独事業費 3億80万1千円 

信州の木振興課
 FAX　026-235-7364
 E-mail　ringyo@pref.nagano.jp
森林づくり推進課
 FAX　026-234-0330 ［　2億8480万6千円］ ※

 E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

この他に、平成20年度2月補正予算において2443
万7千円を前倒して計上しています。

要
求 3億80万1千円 

3億80万1千円 

計 3億80万1千円

治  山 1億9550万3千円
林  道 1080万円

区  分 予算額
造  林 9449万8千円

総
務
部
長

3億80万1千円 
　要求どおり

財
政
課
長

保

保
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部　局　名：　建　設　部

86万1千円 

・ 信州型エコ住宅認定制度及び助成制度の創設
・ リフォーム版環境配慮指針の策定
・ 信州型エコ住宅のための県産建材登録制度の

住宅課 創設
  FAX　026-235-7486 ［　115万円］ ・ 消費者向けの手引書の作成・普及  　
  E-mail jutaku@pref.nagano.jp

7679万6千円 
住宅課
  FAX　026-235-7486 ・ 県有施設 分析調査141施設、除去３施設
  E-mail jutaku@pref.nagano.jp ・ 県営住宅 分析調査  40団地
建築指導課 ・ 民間建築物 除去８施設
  FAX　026-235-7479
  E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

施設課 ［　3957万2千円］
  FAX　026-235-7477
  E-mail shisetsu@pref.nagano.jp

526万1千円 

建築指導課
  FAX　026-235-7479 ［　851万9千円］
  E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

要
求

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

信州型エコ住宅整備推進事業
費

建築物アスベスト対策事業費

総
務
部
長

景観育成推進事業費

  長野県にふさわしい住宅の目標像「信州型エコ
住宅」を提示し、エコ住宅の普及を図るとともに、
地域住宅産業の技術力向上及び活性化を推進し
ます。

  アスベスト分析調査を行い、含有が認められた建
築物について計画的に除去します。

  景観の保全や地域特性を活かした魅力ある景観
づくりを推進するため、地域景観の保全などを担う
人材の育成や、景観に対する関心を一層高めるた
めの取組を支援します。

要求に対する査定内容

7679万6千円 

7908万円 

研修会等の経費を精査するとともに、
助成金については平成22年度の実施に
向けて検討することとしました。

86万1千円 

86万1千円 

1355万4千円 

予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

事業実績等を勘案し、事業費を精査し
ました。

7679万6千円 

総
務
部
長

526万1千円 
　事業の熟度等を勘案し、事業費を精査
しました。

526万1千円 

656万円 

事　　　　業　　　　名
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

140万2千円 

・ 優良技術者の表彰
・ 新技術・新工法の活用支援

建設政策課 ・ 技術力の向上支援(電子納品･ＣＡＤ)
  FAX　026-235-7482 ［　180万9千円］
  E-mail kensetsu@pref.nagano.jp

1億5875万円 

・ 助成金額 新築・購入：30万円
リフォーム ：15万円

住宅課 ・ 受付件数 新築・購入：220件
  FAX　026-235-7486 ［　1億5421万円］ リフォーム ： 　５件
  E-mail jutaku@pref.nagano.jp

11億3937万円 

・ 南松本団地　（松本市）　
・ 黒姫団地　（信濃町）
・ 三尋石団地　（飯田市）

住宅課
  FAX　026-235-7486 ［　13億1843万6千円］ ※

  E-mail jutaku@pref.nagano.jp

  意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境整備
を進めるため、優良技術者の表彰や新技術・新工
法の活用促進などにより、建設産業における技術
力の向上を支援します。

  県民の居住水準の向上と住宅産業の振興を図る
とともに、県産材の利用促進により、森林整備に資
することを目的として、一定の県産材を活用した良
質な木造住宅の新築等を行う方に助成します。

この他に、平成20年度1月補正予算において5億
3774万8千円を前倒して計上しています。

県営住宅建設事業費

信州ふるさとの住まいづくり支
援事業費

  狭小・老朽化した県営住宅を建替えることにより、
魅力的な居住環境を提供します。

財政課長査定では、緊急経済対策とし
て事業の一部を前倒して実施するととも
に、事業の熟度、必要性などを考慮し事
業箇所や建設工事費を精査しました。
知事査定では、実施設計箇所を追加す
ることし、所要額を増額しました。

財
政
課
長

11億1655万円 

要
求

17億8055万6千円 

総
務
部
長

11億1655万円 

要
求 1億5950万円 

事業実績等を勘案し、リフォームの受
付件数を精査しました。

財
政
課
長

1億5875万円 

総
務
部
長

1億5875万円 

建設産業技術力向上支援事
業費

　建設技術フェアに係る経費を精査しま
した。

財
政
課
長

140万2千円 

要
求 150万2千円 

総
務
部
長

140万2千円 

保

保

77



要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

治水ダム建設事業費 17億円 
(公共　再掲）

債務負担行為
（120億円）

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　2億5000万円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

2億3633万4千円 

(公共　再掲）

・
・

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　5億3000万円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

20億円 

(公共　再掲）

・ 実施箇所
　小田井沢川(岡谷市)、八重場沢川(岡谷市)、
　志平川(岡谷市)、中ノ沢川(諏訪市)、
　前沢川(伊那市)、中の沢(箕輪町)、

砂防課 　贄川沢(塩尻市)  ほか            (計19か所)
  FAX　026-233-4029 ［　35億円］ ・ 事業期間
  E-mail sabo@pref.nagano.jp 　 平成19年度～平成21年度(３年間)　

河川災害復旧助成事業費
(諏訪湖周辺浸水被害対策)

(４年間)

  浅川における治水専用ダム建設工事に着手しま
す。

  平成18年７月豪雨災害に伴う諏訪湖周辺の浸水
被害対策として、釜口水門の放流量を増大させ諏
訪湖水位の上昇を抑えるため、天竜川の河川改
修等を実施します。

砂防激甚災害対策特別緊急
事業費

天竜川、舟渡川 実施箇所　　　
 事業期間       平成18年度～平成21年度

  平成18年７月豪雨により特に甚大な土石流災害
が発生した箇所において、再度災害を防止するた
め、砂防えん堤工等の対策工事を実施します。

要
求 20億円 

総
務
部
長

20億円 
　要求どおり

財
政
課
長

20億円 

　要求どおり

財
政
課
長

2億3633万4千円 

要
求

2億3633万4千円 

総
務
部
長

2億3633万4千円 

要
求 17億円 

総
務
部
長

17億円 
　要求どおり

財
政
課
長

17億円 

保

保
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

緊急輸送路重点整備事業費 122億5000万円 
(公共・県単独　再掲）

道路建設課
  FAX　026-235-7391 ・ 道路改築    
  E-mail michiken@pref.nagano.jp ・ 道路法面防災
道路管理課 ・ 橋梁耐震補強
  FAX　026-235-7369 ［　136億1800万円］
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp ※

3億円 

・ 調査箇所 　

砂防課
  FAX　026-233-4029 ［　3億円］
  E-mail sabo@pref.nagano.jp

2億4000万円 

(公共　再掲）

砂防課
  FAX　026-233-4029 ・ 事業期間
  E-mail sabo@pref.nagano.jp
河川課
  FAX　026-225-7069 [　0円]
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

雨量等防災情報システム機能
強化事業費

(３年間)

  大規模地震等の災害時に緊急輸送路を確保す
るため、道路の維持管理と建設の両面から、緊急
輸送路の信頼性を高める対策を重点的に実施し
ます。

  土砂災害から県民の生命を守るため、土砂災害
防止法に基づく基礎調査を実施し、土砂災害のお
それがある区域等を明らかにするとともに、市町村
が行う警戒避難体制の整備を支援します。

平成21年度～平成23年度

この他に、平成20年度1月補正予算において2億
600万円を前倒して計上しています。

総合土砂災害対策推進事業
費
　(土砂災害基礎調査)

  雨量等防災情報システムの機能強化を行うととも
に、防災情報を地上デジタル放送によって広く県
民に提供するシステムを放送事業者と連携して構
築します。

県内　2,700か所

要
求 2億4000万円 

総
務
部
長

2億4000万円 
　要求どおり

財
政
課
長

2億4000万円 

　要求どおり

財
政
課
長

3億円 

要
求 3億円 

総
務
部
長

3億円 

要
求 124億5600万円 

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

財
政
課
長

122億5000万円 

総
務
部
長

122億5000万円 

新
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

3600万円 

(公共　再掲）

・ 実施箇所     浅間山、草津白根山　

砂防課
  FAX　026-233-4029 ［　2000万円］
  E-mail sabo@pref.nagano.jp

16億9445万円 
住宅課
  FAX　026-235-7486 債務負担行為
  E-mail jutaku@pref.nagano.jp （7億2996万3千円） ・ 県有施設 耐震診断 155棟
建築指導課 耐震改修   12棟
  FAX　026-235-7479 ・ 県営住宅 耐震診断   39棟
  E-mail kenchiku@pref.nagano.jp ・ 民間建築物 耐震診断・耐震補強
施設課
  FAX　026-235-7477 ［　9億313万3千円］
  E-mail shisetsu@pref.nagano.jp ※

4200万円 

・ 事業期間
       

都市計画課
  FAX　026-252-7315 ［　3000万円］
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

(３年間)

この他に、平成20年度1月補正予算において1億
216万5千円を前倒して計上しています。

  松本都市圏の抱える都市交通の課題に対応す
る、新たな都市交通計画を策定するための調査を
実施します。

平成20年度～平成22年度

松本都市圏総合都市交通体
系調査事業費

火山噴火緊急減災対策事業
費

建築物耐震対策事業費
  「長野県耐震改修促進計画」及び「県有施設耐
震化整備プログラム」に基づき、耐震診断・改修を
計画的に実施します。

  火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、被
害をできる限り軽減させるためのハード対策とソフ
ト対策を実施します。

　要求どおり

財
政
課
長

4200万円 

要
求 4200万円 

総
務
部
長

4200万円 

要
求

25億9699万3千円 

総
務
部
長

16億9445万円 
緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。
県有施設、県営住宅については、緊急
性等を勘案し、事業内容を精査するととも
に、民間建築物については、国の補助制
度を積極的に活用することとしました。

財
政
課
長

16億9445万円 

　要求どおり

財
政
課
長

3600万円 

要
求 3600万円 

総
務
部
長

3600万円 
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

27億7000万円 

(公共　再掲）

・ 実施箇所
     

都市計画課
  FAX　026-252-7315 ［　19億円］
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

危険な踏切解消事業費 7億円 
(公共　再掲）

・ 実施箇所
北長野通り（長野市）ほか３か所

都市計画課
  FAX　026-252-7315 ［　9億1000万円］
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

63億6942万円 

道路建設課
  FAX　026-235-7391 ［　62億1130万円］
  E-mail michiken@pref.nagano.jp

内環状南線（松本市）ほか４か所

高速交通網整備事業費

  安全・安心な交通基盤の実現のため、開かずの
踏切や歩道が狭隘で危険な踏切の改良を重点的
に実施します。

１　北陸新幹線の整備推進
　　　鉄道・運輸機構、関係市町村と連携し、長野・
   金沢間開業に向け円滑な整備を推進します。

２　高規格幹線道路の整備推進
      国・関係市町村と連携し、県内の高規格幹線
   道路網の早期完成を図ります。
　　　・中部横断自動車道
　　　・三遠南信自動車道
　　　・中部縦貫自動車道

都市内放射・環状道路整備事
業費

  都市の活力を支える根幹的な道路ネットワークと
して、都市の放射・環状道路の整備を推進し、都
市圏や市街地の交通円滑化と都市拠点の形成・
活性化を支援します。

要
求 70億3653万円 

総
務
部
長

63億6942万円 
　国の予算や県内工事の進捗率を勘案
し、北陸新幹線建設費負担金を精査しま
した。

財
政
課
長

63億6942万円 

　要求どおり

財
政
課
長

7億円 

要
求 7億円 

総
務
部
長

7億円 

要
求 27億7000万円 

総
務
部
長

27億7000万円 
　要求どおり

財
政
課
長

27億7000万円 
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

橋梁長寿命化修繕事業費 11億5200万円 
(公共・県単独　再掲）

道路管理課
  FAX　026-235-7369 [　0円]
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp

3000万円 

道路建設課
  FAX　026-235-7391 ［　1800万円］
  E-mail michiken@pref.nagano.jp

道路見える化事業費
(公共　再掲） 78億4200万円 
道路建設課
  FAX　026-235-7391
  E-mail michiken@pref.nagano.jp

道路管理課 ・ 平成21年度対策箇所数
  FAX　026-235-7369 イライラ 18か所
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp ハラハラ 10か所
都市計画課 ［　93億3500万円］ ・ 事業内容
  FAX　026-252-7315
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

  渋滞損失時間や、死傷事故率等の客観的デー
タに基づき、利用者の意見も反映させて抽出した
要対策箇所の「イライラ（移動性阻害）箇所」及び
「ハラハラ（安全性要対策）箇所」の解消を図りま
す。

道路改築・交通安全対策・街路
整備

道路計画調査事業費
  松本糸魚川連絡道路の整備に向けた調査･検討
を進めます。

  「長野県橋梁長寿命化修繕計画」（平成20年６月
策定）に基づき、高齢化と劣化が進む橋梁につい
て、損傷が大きくなる前に計画的な修繕工事を実
施します。

※ この他に、平成20年度1月補正予算において3200
万円、2月補正予算において4000万円を前倒して
計上しています。

　要求どおり

財
政
課
長

78億4200万円 

要
求 78億4200万円 

総
務
部
長

78億4200万円 

要
求 7200万円 

総
務
部
長

3000万円 
　国の予算や調査の進捗状況等を勘案
し、事業費を精査しました。

財
政
課
長

7200万円 

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

財
政
課
長

11億5200万円 

要
求 11億8400万円 

総
務
部
長

11億5200万円 
新

保

保

保

保
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要求に対する査定内容予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

492億6145万9千円 　

債務負担行為
（238億817万3千円）

建設政策課
  FAX　026-235-7482 ［　501億6045万7千円］

  E-mail kensetsu@pref.nagano.jp ※

145億6550万3千円 　

債務負担行為
（2億6955万2千円）

建設政策課
  FAX　026-235-7482 ［　177億2196万3千円］

  E-mail kensetsu@pref.nagano.jp

－　

建築指導課
  FAX　026-235-7479 [　0円]
  E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

※ この他に、平成20年度1月補正予算において15億
8450万円、2月補正予算において15億円を前倒し
て計上しています。

要
求

161億5000万3千円 

145億6550万3千円合 計

この他に、平成20年度1月補正予算において13億
860万円を前倒して計上しています。

合 計 492億6145万9千円

101億2452万7千円

砂 防 5億 591万1千円
都市計画 9億5351万9千円

－

要
求 440万円 

宅地耐震化推進事業費

（査定結果）
他都道府県の実施状況を踏まえ、さらに
事業内容の精度を高める必要があるため
再検討することとしました。

道路建設 43億4300万   　円
河 川 18億6057万3千円

県単独事業費 区 分 H21年度予算額
道路管理 69億 250万   　円

都市計画 56億4000万     円

道路建設 169億7520万   　円
河 川 64億8473万2千円
砂 防

公共事業費 区 分 H21年度予算額
道路管理 100億3700万     円

総
務
部
長

－　

（要求の考え方）
大地震の際の被害軽減と復旧費用削減
の観点から、大規模盛土の位置特定の
ための経費を要求しました。

財
政
課
長

－　

　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

財
政
課
長

145億6550万3千円 

総
務
部
長

145億6550万3千円 

要
求

496億9145万9千円 

総
務
部
長

492億6145万9千円 
　緊急経済対策として、平成20年度に補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。

財
政
課
長

492億6145万9千円 

新

保

保

保

保
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部　局　名：　警　察　本　部

1355万9千円 

警務課・生活環境課ほか
 FAX 026-232-1110 ［　1625万5千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

子ども安全総合対策事業費 1467万4千円 

・

少年課
 FAX 026-232-1110 ［　1465万9千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

捜査活動基盤整備事業費 1989万5千円 

警務課・刑事企画課
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

精強な第一線警察の構築
事業費

７人

  捜査を取り巻く環境の変化や司法制度改革等に
的確に対応し、警察における捜査手続きや取調べ
の一層の適正化を図るため、取調べ状況の把握
を容易にするための施設整備等を行います。

  少年による凶悪事件や子どもが被害者となる犯
罪に対し、学校等関係機関と連携した多面的かつ
総合的な対策を展開し、少年の非行防止や立ち
直り支援、子どもの安全確保対策を推進します。

スクールサポーターの配置

捜査技能伝承官の配置

総
務
部
長

1989万5千円 
　捜査資機材経費等について、所要額を
精査しました。

1467万4千円 

要求に対する査定内容

　スクールサポーターの人数を精査しまし
た。

4320万8千円 

2934万8千円 

　財政課長査定では、採用募集経費等
について、所要額を精査しました。
　知事査定では、捜査力の維持向上を図
るため捜査技能伝承官を配置することと
し、所要額を計上しました。

1467万4千円 

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過

936万5千円 

936万5千円 

5679万7千円 

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

総
務
部
長

  本格的な大量退職時代を迎える中、警察官とし
ての適性を有する者を採用・育成するため、募集
活動を強力に推進するとともに、新たに捜査技能
伝承官を配置して、若手捜査員の能力向上を図り
ます。
　また、急増するサイバー犯罪に対応するための
資機材の整備を図ります。

２人

要
求

1989万5千円 

新

保

保

保

保

新

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

交番・駐在所建設事業費 9216万5千円 

・ 交番 長野中央署吉田交番
塩尻署塩尻駅前交番

・ 駐在所 阿南署売木村駐在所
地域課・会計課
 FAX 026-232-1110 ［　2億46万6千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

交通安全施設整備事業費 15億6730万3千円 

交通規制課
 FAX 026-232-1110 ［　17億2251万9千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

災害等警備対策事業費 355万2千円 

警備第二課
 FAX 026-232-1110 ［　431万3千円］ ※

 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

  大規模災害時に迅速・的確な対応を行うための
精強な機動救助部隊を確立し、捜索救助能力の
強化と装備資機材の継続的な整備充実を図りま
す。

  老朽化や耐震性の低い交番・駐在所について、
生活安全センターとしての機能強化を図りながら、
建て替えを行います。

この他に、平成20年度1月補正予算において881
万8千円を前倒して計上しています。

  交通環境を改善し、交通の安全と円滑化を図る
ため、交通信号機、道路標識、道路標示等の整
備、交通管制システムの高度化整備を行います。

※

　財政課長査定では、緊急性、優先性等
を勘案し、建設箇所数を精査しました。
　知事査定では、建物の耐震性等を考慮
して所要額を増額しました。

財
政
課
長

総
務
部
長

4706万9千円 

要
求 2億875万1千円 

　緊急経済対策として、平成20年度の補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。
  緊急性、優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

4706万9千円 

総
務
部
長

15億6730万3千円 

財
政
課
長

15億6730万3千円 

財
政
課
長

355万2千円 

要
求

17億8083万9千円 

要
求 1529万1千円 

総
務
部
長

355万2千円 
　緊急経済対策として、平成20年度の補
正予算を編成し、事業の一部を前倒し実
施しました。
　災害用装備資機材について、所要額を
精査しました。

この他に、平成20年度1月補正予算において5935
万3千円、2月補正予算において8400万円を前倒
して計上しています。

保

保

保
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

（要求の考え方）

－　

（査定結果）

会計課
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

松本警察署大規模改修事業
費

－

  耐震性が低く、老朽化している松本警
察署について、長寿命化を図るため、大
規模改修に向けた基本設計経費を要求
しました。

　優先度を判断の上、改修計画を先送り
しました。

要
求 756万3千円 

総
務
部
長

0円 

財
政
課
長

0円 

新

保

保
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部　局　名：　教育委員会

51億4800万円 

（選択型こまやか教育プラン）

義務教育課
 FAX 026-235-7494 ［　51億2600万円］
 E-mail gimukyo@pref.nagano.jp

高等学校再編整備事業費 6968万5千円 

・ 高等学校再編施設整備事業 （483万5千円）
  高校統合に伴う校舎等の整備

地盤調査 ２校
高校教育課 ・ 高校再編に係る準備運営 （6485万円）
 FAX 026-235-7488 ［　11億50万9千円］ 　備品整備、学校運営支援システム賃借等
 E-mail koko@pref.nagano.jp 10校

１  高等学校再編施設整備事業 （483万5千円）
高等学校施設整備事業費 7億2029万9千円 ・ 高校統合に伴う校舎等の整備
（高等学校再編整備事業費一部再掲） 　地盤調査 ２校

債務負担行為
(3億8407万円) ２  高等学校施設整備事業 （7億1546万4千円）

高校教育課
 FAX 026-235-7488 ［　12億6897万1千円］ ・ 建設・改修工事、調査設計 ９校９棟
 E-mail koko@pref.nagano.jp

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

総
務
部
長

要求と査定経過

7億2029万9千円 

要
求

  小学校30人規模学級編制や学習習慣形成支
援、少人数学習集団編成、児童生徒適応指導な
ど、小・中学校の判断で活用方法を選択する事業
方式により教員配置を行うことにより、一人ひとりに
応じたきめこまやかな指導を行い、学習習慣の確
立と基礎学力の定着を図ります。

総
務
部
長

6968万5千円 

8426万6千円 

　地盤調査の調査数や備品整備等の内
容を精査しました。

51億7550万円 

6968万5千円 

51億4800万円 

要
求

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]

財
政
課
長

要求に対する査定内容

　教員配置数を精査しました。
51億4800万円 

7億2029万9千円 

7億7463万3千円 

　老朽化している校舎や体育施設の改築・改修等
を耐震補強工事と合わせて行うなど、高等学校の
施設整備を計画的に行います。

 高等学校の再編に伴い学級規模の増加や教育
課程の変更に応じた施設整備等を行い、教育環
境の向上を図ります。

活用方法選択型教員配置
事業費

　緊急性の高い施設から順次実施するこ
ととし、建設工事単価や面積等を精査し
ました。

保

保

保

保

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

県立学校ＩＴ環境整備事業費
5130万9千円 

・ 教員ＬＡＮの整備
教育総務課 ・ 教員パソコンの整備
 FAX 026-235-7487
 E-mail kyoiku@pref.nagano.jp
高校教育課
 FAX 026-235-7488 ［　1702万1千円］
 E-mail koko@pref.nagano.jp

特別支援教育充実事業費 2億3751万円 

・

　分教室の設置
　・養護学校小学部　２分教室（佐久穂町、駒ヶ根市）
　・養護学校中学部　２分教室（佐久穂町、駒ヶ根市）
　・養護学校高等部　１分教室（更級農業高校）

特別支援教育課 南安曇農業高校に22年4月開設予定
 FAX 026-235-7459 ［　1261万3千円］ 　･ろう学校分教室　　２分教室（小諸市、茅野市）
 E-mail tokubetsu-shien@pref.nagano.jp

　財政課長査定では、分教室の開設に
係る経費を精査しました。
　知事査定では、特別支援学校における
教員配置の充実を図ることとし、所要額を
増額しました。

要
求 2億884万6千円 

 県立学校のＩＴ環境を整備し、情報セキュリティの
向上、校務処理の効率化とともに、教育内容の充
実を図ります。

5130万9千円 
　整備学校数を精査しました。

財
政
課
長

5130万9千円 

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

8727万1千円 

1億9351万円 

1億9351万円 

総
務
部
長

２　特別支援教育地域化推進事業
　ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のあ
る子どもも、ない子どもも地域で豊かに学ぶことの
できる教育環境を整備します。

１　特別支援学校教員配置の充実
　特別支援学校の児童・生徒一人ひとりの障害や
発達の状況等に応じた学校教育を推進するため、
教員配置の充実を図ります。

教員の増員 39人
栄養教諭の配置 ３人

保

保

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

特別支援学校施設整備事業費 1億2344万5千円 

・
・
・
・

特別支援教育課 ・
 FAX 026-235-7459 ［　1億9943万7千円］
 E-mail tokubetsu-shien@pref.nagano.jp ※

学力実態調査による評価・ 136万円 
改善事業費

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［　471万7千円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

「未来塾ながの」推進事業費 74万5千円 

・ 対象　 県内の高校生

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［　74万5千円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

この他に、平成20年度1月補正予算において4691
万4千円を前倒して計上しています。

 学力の定着度を測るため、県独自の学力実態調
査を実施し、その結果の分析をもとに、各校の学
習指導改善サイクルの確立を促し、学力向上を推
進します。

 長野県をリードする講師による講演や、様々な体
験活動による実地研修等により、郷土が継承して
いるものへの認識を新たにし、将来的に地域の中
心的な担い手となる人材育成を推進します。

要
求 122万4千円 

74万5千円 

総
務
部
長

74万5千円 
　講師謝金等を精査しました。

財
政
課
長

136万円 
　小中学校の学力実態調査については、
国庫委託の動向を踏まえ、事業費を見直
しました。
　また、高等学校の学力実態調査に係る
経費を精査しました。

136万円 

246万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

2億7617万7千円 

総
務
部
長

1億2344万5千円 

緊急修繕 ３校

　緊急性、必要性の高い事業から順次実
施することし、事業費を精査しました。

財
政
課
長

1億2344万5千円 

要
求

 老朽化している校舎等について、機能性に配慮
した整備を計画的に実施し、児童・生徒にとって安
全・安心な教育環境の充実を図ります。

教室増設 １校
計画整備 ６校

障害児にやさしい施設整備 １校
学校生活向上 ２校

89



事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

スクールカウンセラー事業費 1億2622万8千円 

  スクールカウンセラー配置校数等
・ 中学校 80校
・ 高等学校 1800時間

教学指導課心の支援室
 FAX 026-235-7495 ［　1億2622万8千円］
 E-mail kokoro@pref.nagano.jp

スクールソーシャルワーカー 992万7千円 
事業費

・ スクールソーシャルワーカー配置先
教育事務所　４ヶ所（東信、南信、中信、北信）

教学指導課心の支援室
 FAX 026-235-7495 ［　3011万1千円］
 E-mail kokoro@pref.nagano.jp

　学校支援地域本部事業費 5887万4千円 

・ 学校支援地域本部の設置・運営
・ 地域コーディネーターの養成

文化財・生涯学習課
 FAX 026-235-7493 [　0円]
 E-mail bunsho@pref.nagano.jp

 不登校やさまざまな課題を抱える児童生徒を教
育・福祉の両面から支援するため、スクールソー
シャルワーカーを配置し、学校における教育相談
体制を整備します。

 学校・家庭・地域の連携・協力の強化を通じた地
域全体の教育力の向上を図るため、市町村との連
携により、地域ぐるみで学校教育活動を支援する
ボランティア体制づくりを推進します。

 いじめ、暴力行為などの問題行動や不登校に対
応するため、心の専門家（スクールカウンセラー）
を配置し、児童生徒の相談・支援等を行います。

992万7千円 

要
求 3416万9千円 

総
務
部
長

992万7千円 
　国の制度改正の動向を踏まえ、スクー
ルソーシャルワーカーの配置に係る経費
を精査しました。

財
政
課
長

要
求

1億3115万5千円 

　小学校におけるスクールカウンセラーの
拠点校配置については、従来の体制の
中で引き続き小学校における相談・支援
を行うこととしました。
　また、高等学校におけるスクールカウン
セラーの対応時間については、高等学校
の再編などを踏まえ、時間数を精査しま
した。

財
政
課
長

1億2622万8千円 

総
務
部
長

1億2622万8千円 

総
務
部
長

5887万4千円 
　学校支援地域本部の設置数を精査しま
した。

財
政
課
長

5887万4千円 

要
求 5980万7千円 

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

72万3千円 

・ 栄養教諭の研修、活動支援
・ 「学校給食の手引」の改訂

保健厚生課
 FAX 026-234-5169 ［　74万9千円］
 E-mail hokenko@pref.nagano.jp

204万1千円 

・

・
スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　60万円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

放課後子ども教室推進事業費 3930万3千円 

・ 事業主体　　市町村
・ 補助率 2/3

文化財・生涯学習課
 FAX 026-235-7493 ［　3969万7千円］
 E-mail bunsho@pref.nagano.jp

 児童・生徒が運動・スポーツに親しむ機会を提供
し、習慣化のきっかけを作るとともに、運動の重要
性を啓発し、体力・運動能力の向上を図ります。

　小学校の余裕教室等を活用して、放課後の子ど
もたちの安全で健やかな居場所づくりを行う市町
村に対して運営費等を助成します。

　要求どおり

財
政
課
長

3930万3千円 

総
務
部
長

3930万3千円 

要
求 3930万3千円 

72万3千円 
　栄養教諭の研修及び活動支援内容に
係る経費を精査しました。

要
求 113万7千円 

財
政
課
長

72万3千円 

　要求どおり
児童生徒体力運動能力向上
事業費

財
政
課
長

204万1千円 

総
務
部
長

204万1千円 

要
求 204万1千円 

学校全体で取り組む食育推進
事業費

 子どもたちに正しい食事のとり方や望ましい食習
慣を身に付けさせ、心身ともに健全な発達を促す
ため、学校全体で食育を推進する基盤づくりを行
います。

総
務
部
長

プレゴールデンエイジ（５～８歳）向け運動プロ
グラムの実践
新体力テスト結果を活用した、発達段階に応
じた運動プログラムの開発
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事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

582万6千円 

・ クラブ設立促進のための人材養成
・ クラブ活動充実のための外部指導者派遣

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　359万7千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

450万円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　500万円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

競技力向上事業費 1億54万6千円 

・

スポーツ課 ・ ジュニア競技力の向上
 FAX 026-235-7476 ［　1億93万4千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

 総合型地域スポーツクラブの設立・育成支援によ
り、県民の生涯にわたる豊かなスポーツライフの実
現と活力ある地域づくりを図ります。

要
求

財
政
課
長

582万6千円 

総
務
部
長

582万6千円 
　要求どおり

582万6千円 

総
務
部
長

450万円 
　要求どおり

財
政
課
長

要
求 450万円 

450万円 

要
求

総
務
部
長

1億54万6千円 

1億273万6千円 

財
政
課
長

1億54万6千円 

　選手強化の必要性を勘案し、補助金額
を精査しました。

総合型地域スポーツクラブ育
成支援事業費

県民スポーツフェスティバル
事業費

 国民体育大会等全国大会で優秀な成績を収め、
県民のスポーツに対する関心を高めるため、選手
の発掘・育成・強化、指導者の養成及び練習環境
の整備等を実施します。

競技団体の選手育成強化・指導者養成への
支援

 スポーツ・レクリエーション活動及び相互交流の場
を広く提供し、県民の生涯にわたる豊かなスポー
ツライフの実現を図ります。
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事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成20年度予算額]
要求に対する査定内容

1億3525万5千円 

債務負担行為
（1億502万6千円） ・ ランディングバーンマット張替

・ 防風ネット張替　　ほか
スポーツ課
 FAX 026-235-7476 [　0円]
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

　過去の改修実績等を勘案し、事業費を
精査しました。

財
政
課
長

1億3525万5千円 

要
求

1億5028万2千円 

総
務
部
長

1億3525万5千円 
白馬ジャンプ競技場改修
事業費

 国際スキー連盟が定めるジャンプ競技のルール
に適合するよう改修を行い、国際大会を招致でき
る施設として存続させ、競技力の維持･向上とス
ポーツ振興を図ります。

保

保

新
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